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東日本大震災とそれに続く原発事故により、電力確保を中心とした我が国のエネルギー政策に

国民の関心が強まる中、2012 年 7 月、当協議会は「再生可能エネルギー固定価格買取制度」発

足と時を同じくし、再生可能エネルギー導入拡大を軸とした地域成長政策を展望し、「新エネ地域

再生研究会」を発足させた。 

研究会では、行政・産業・金融の 3 者連携産業モデルの具体案を提示することに重点を置いて

精力的に議論を重ね、翌年 4 月に『再生エネルギーを軸とする地域成長戦略「八策」』として報告

書を取り纏めた。 

 

その後、“バイオメタンガス革命”を中心にバイオマス発電の実用化が本格化してきたことに加

え、最近新たに開発された“土壌微生物多様性・活性値評価システム”により、我が国の伝統的

有機農業が、収穫量増加、連作障害回避など生産性の大幅上昇をもたらす、世界的に見ても、極

めて先進的な農法として証明されたことから、日本の自然が持つ豊かな可能性が改めて注目され

るようになった。そこで、当会では、これらを基軸として、前回の研究報告をさらに前進させる

ことを目的に、2014 年 9 月に「新エネ地域再生研究会パートⅡ」を発足させ、議論深耕に取り組

んだ。 

 

研究会ではまず、“土壌微生物多様性”「平成検地」による「農地価値ビッグデータ」構築を始

動する必要性を議論すると同時に、地域金融機関を主力プレイヤーとする「農地貸借市場」創設

で融資イノベーションを興し、メタンガス産業と合わせ、地域金融機関の「地方創生」参加型生

き残り戦略の実現を目指した議論を行った。また、自然産業再生や自然文芸復活をも目指す意義

についても、幅広い視点から議論を進めた。 

 

以上のような議論の成果を踏まえ、“大地から富を生む”日本初“８Ｆライフスタイル産業革命

（Farm,Food,Festa,Forest,Fuel,Fashion,Family,Felicity）”を標榜し、『“土壌微生物力＆先端技

術”を基軸とする地域創造戦略「新八策」』を報告書として取り纏め、再生可能エネルギーのさら

なる利用促進および“土壌微生物多様性”「平成検地」による自然産業文明社会の再生復活策を提

言した。 

 

研究会の運営および本報告書の作成に当たっては、研究会主査としてご尽力いただいた田邉 

尚美学園大学前学長をはじめ、貴重な知見を惜しみなく提供いただいた委員、オブザーバー、講

師ならびにご協力いただいた関係各位に深甚なる謝意を表する次第である。 
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[まえがき] 

 
本研究会では、報告書『再生エネルギーを軸とする地域成長戦略「八策」』（2013年4月）を出

した前回研究会をフォローアップする形で、昨年9月から全10回にわたり議論を重ねた。検討の中

心にすえた2大先端技術は、いずれも“土壌微生物力”活用の生命維持基盤（食料、エネルギー）産

業イノベーションに資する日本で開発したシステムである。 

 

一つは、前回提言の中核プロジェクトである「高速・高効率バイオメタンガス化＆発電システ

ム」。従来型と比べた生産性upの度合い、既に相当大規模な発電量がFIT（「再生エネルギー固定

価格買取制度」）認定済みの太陽光発電における価格など運用面での大幅見直し動向、資源多消費

（“ハゲ山化”）が問題化している「木質燃焼水蒸気発電」と比べた省資源等の度合い、わが国石

油精製所の統廃合等に伴うLPG市場価格高騰とそれに伴うバイオメタンガスの“LPG代替国産ガ

ス事業”としての可能性、本システムがもたらす多様な「入口」「出口」面での産業波及効果、マ

クロ的なエネルギーミックス面でのインパクト、商用化の進展具合いなどを徹底的に検証した。 

もう一つは「土壌微生物多様性・活性値評価システム」。米国NASAで開発された技術を土壌微

生物の“複雑さ”度合いの測定に応用した本装置の仕組み、本手法によって「数値化」「可視化」さ

れた日本が断然世界一という“土壌微生物多様性・活性値”、および「伝統的日本農法」がもつ先

進性と2025年世界食糧需給PNR（Point of No Return）問題への対応可能性などを検討した。さ

らに日本の豊かな草木資源由来の腐葉土といった“易消化性炭素（EDOCs）”が決定的に“土壌微生

物多様性”をもたらしている事実、“多様性”ゆえに土壌の病害虫リスクが抑制され連作障害回避や

収量増加といった農産物生産性のup、里山の腐葉土のEDOCs成分に加え畜産し尿等からのアンモ

ニア成分や里海からの魚粉等ミネラル成分が江戸時代以来磨かれてきた“物質循環”型「伝統的日

本農法」を生み出したことなども明らかとなった。世界的な土壌流亡による食糧危機問題解決に

対してもこの「Made by Japan農法」の内外展開こそがカギを握るとの認識も共有できた。 

 

“土壌微生物力＆先端技術”という2大システムによる生命維持基盤（食料、エネルギー）産業の

生産性up実現は、融資難に悩む地域金融機関に「地方創生」参加型融資イノベーションをもたら

し、また次世代を担う全国約400もの農業高校ネットワークにITビッグデータ活用の「農業情報

産業学習」という新しい分野をもたらし、強力な地域創造プレイヤー誕生につながる。 

こうして全国各地域で足元の大地（Farm、Forest）から“富”（Food、Fuel）を、所得を、収入

を、雇用を生み出すことができれば、戦後安価な石油が大量流入する前の里山では日常の生活文

化（Fashion）であった“お祭り（Festa）”復活も視野に入る。さらには、こうした地域のライフ

スタイルに魅せられた若者達が新たな家族（Family）をつくる、究極の人生目的、幸福（Felicity）

が実現する。コミュニティの再生復活も期待できる。 

この点、山崎亮京都造形芸大教授は、少子高齢化により地域の明暗を分けるのは、むしろその

地域のソフト部分であるコミュニティのつながりを中心としたソーシャル・キャピタル（社会関

係資本）の有無とする。その地域で守られてきた独特のルールや習慣、お祭り、伝統文化などを

通じて培われてきた信頼やネットワークがその地域全体を豊かに生き生きとさせているとも語る。 
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まさに地域の自然文芸復活こそが、地域コミュニティのつながりを中心とした社会関係資本維

持のカギを握るともいえる。同時に生命維持基盤（食料、エネルギー）という自然産業再生と合

わせた“８Fライフスタイル産業革命”の実践を掲げる公益法人全国学校農場協会の全国的運動こ

そが今後の地域創造中核プレイヤーの育成を確実なものとできるだろう。 

 

 こうした運動は、環境省が進める「環境・生命文明社会」構築に向けたプログラムそのものと

考える。本構想は、「環境と地域経済の好循環」「健康で心豊かなライフスタイル」「国土価値の向

上（Creative Social Value）」「技術開発・普及と環境外交」といった新たな22世紀型パラダイム

展開を目指している。本研究会も本構想に貢献するべく民間版プログラムとして2つの提言を行っ

た（補論１、２）。 

 

 この間、IS（イスラミックステイツ）の世界遺産破壊はじめ近代国民国家の枠組み否定の考え

や大量難民の発生など地球平和環境にも大きな揺らぎが生じている中、自然産業再生からさらに

自然文芸復活をも目指す意義などについて、より議論を深めた。 

脳科学者の小泉英明講師から「生存圏構築と脳科学」、またリベラルアーツ教育研究者の松田 

義幸講師から「新しい社会へ向けてのMental Habit」、そしてユネスコ事務局長時代に世界無形

文化遺産制度導入という実績のある松浦晃一郎講師から「世界遺産としての『環境・生命文明社

会』構築」とのテーマでそれぞれ講演いただいた。“多様性”という視点で、自然産業再生と自然

文芸復興とは共通しており、かつ一体的なものであること。実践策としては、ユネスコ憲章の「心

の中に平和の砦を築く」視点で“世界遺産ルネッサンス運動”展開が有効との認識を得た。 

 

 なお、日本経済調査協議会を舞台とする本研究会ゆえの経済学的なチャレンジとしては、

“invisible hand”という市場機能に信頼を置くアダム・スミス元祖の「（新）古典派経済学」と、

“visible hand”という政府などの人工的機能に信頼を置く「ケインズ経済学」という 2 大潮流を中

心に展開されてきた現代経済学に対し、少し新しい視点を提供できるものと考える。IT など科学

技術の発展ゆえに可能となった“土の中の宇宙”“脳の中の宇宙”可視化、“土壌微生物ビッグデータ

化”など自然世界の“invisible hand”の「見える化」が、「経済物理学」「心の経済学」といった最

近の複雑系研究分野に多少なりともヒントになればと願っている。 

 

こうした議論を、報告書『“土壌微生物力＆先端技術”を基軸とする地域創造戦略「新八策」～“土

壌微生物多様性”「平成検地」での自然産業文明社会の再生復活策～』としてまとめた。本報告書

が日本の政策課題、あるいは地球生命圏維持に対する一つの処方箋として多少なりとも参考にな

れば幸いである。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅰ部 提言「新八策」 
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[要 旨] 
 

（地球生命圏の危機と日本の自然産業再生） 

地球生命圏は現状、加速する都市化、地球温暖化の深刻化、地球上最大の還元者たる“土壌

微生物多様性”の崩壊という形で、持続不可能な局面に突入しつつある。 

   この危機的状況に対し、森林・水・多様な土壌微生物資源に富み、かつ“土壌微生物多様性

増強”という伝統的農法や先端科学技術をもつ日本は、生命圏の持続可能性を支える「有機物

質循環」「炭素循環」を自然産業再生として実践できる立場にある。 

  自然産業再生は同時に、今後のわが国経済成長の有力なエンジン役を生む。輸入資源の国

産代替による「純輸出」（「輸出」－「輸入」）の拡大、あるいは各地域移入資源の地産代替に

よる「純移出」（「移出」－「移入」）の拡大である。国産化・地産化できる資源としては、①

化石燃料、②農林水産物、③金属資源（都市鉱山のリサイクル産業化）があげられる。①②

は、もちろん太陽光・水・土壌微生物などから生産される再生エネルギーや農林水産物など

地表資源であるが、③のスクラップ鉄やプラスチックなど地下資源由来のリサイクル資源も

戦後の高度経済成長下で蓄積された日本の地表資源である。 

これら地表資源を高採算の３R（Reduce、Reuse、Recycle）産業化する画期的な「生産イ

ノベーション」、IT・SNS 活用の「数値化・可視化」「ブランド化」「映像化・ストーリー化」

による消費者直結の「マーケット・イノベーション」（市場づくり）、さらには“産学官金”連

携によって地域全体で採算を確保する「システムズ・イノベーション」により、全国の国土

からの確実な“富”創出が可能となる。 

 

（生命維持基盤＜食料・エネルギー＞産業再生に資する 2 大技術システム） 

本研究会で検討の中心にすえた先端的な2大技術は、いずれも“土壌微生物力”を活用した生

命維持基盤（食料、エネルギー）産業再生に資する日本人が開発したシステムである。 

一つは、前回提言の中核プロジェクトである「高速・高効率バイオメタンガス化＆発電シ

ステム」。その後の実証試験等で得たエビデンスやプラント商用化の状況、「再生エネルギー

固定価格買取制度（FIT）」の対象として認定された北海道の従来型メタンガス発電の実情や

残された課題などを点検した。結果、柑橘類の皮を除き、森林資源に多く含まれる難分解性

リグニンを含め、“加水ナノ化”によってあらゆる有機物が“土壌メタン菌”の餌になること、従

来型に比べ発酵期間1/2化、発酵効率2～3倍化という高い生産性、消化液肥の中水と無機肥料

分離などの優位性を概ね確認することができた。石川県の地方自治体が下水汚泥、生ゴミ等

を原料とした本システム導入を決定しているほか、導入検討先が拡がっている。 

マクロ経済的には、毎年の廃棄有機物および森林成長量を原料として本システムを全国展

開できれば、わが国1次エネルギー供給量の1割確保も可能との試算が成り立つ。事業採算的

にも、従来含水率が高く山に捨て置かれてきた間伐材、あるいは廃棄物として焼却された剪

定枝葉などを有価物として買入れても初期投資は10年以内に回収できる。融資難に直面する

地域金融機関でもファイナンス可能な魅力的産業分野と判断される。 

もう一つは「土壌微生物多様性・活性値評価システム」。従来は見えなかった我々が命をつ
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なぐ基盤、“土の中の宇宙”の生命構造、すなわち土壌微生物について、その数（1g＝1円玉中

約1兆個）のみならず、その多様性の「数値化」「可視化」が可能となっている。この数値化

によって、わが国の伝統的有機農法（「Made by Japan農法」）は、“土壌微生物多様性”の増

強効果を通して、収量増加、連作障害回避など生産性の大幅upを引き出せる、極めて先進的

な農法として証明された。特に耕作放棄地の“土壌微生物多様性”は190万単位（偏差値80台）

以上と極めて豊かな土壌に復活している事実が判明した。 

この間、本年8月の「農業協同組合法等の一部を改正する等の法律」成立に伴い、外国人投

資家による農地所有が実質的に解禁となった（平成28年4月施行）。“土壌微生物多様性値”に

よる「農地価値」は日本が断然世界一で、しかも放棄された農地の多様性が復活して“お宝”

化している事実を日本国民全体で共有することが急務と考える。 

 

（“土壌微生物多様性”「平成検地」を起点とする地域創造戦略） 

そこでまず“土壌微生物多様性”「平成検地」による「農地価値ビッグデータ」構築を始動

する。同時に地域金融機関を主力プレイヤーとする「農地貸借市場」創設で融資イノベーシ

ョンを興す。バイオメタンガス産業と合わせ、地域金融機関の「地方創生」参加型生き残り

戦略となるだろう。 

   この「Made by Japan農法」の内外への展開により、「成長戦略」「教育再生」「環境外交」

という１石３鳥の政策効果を狙える。とりわけ急速な土壌劣化が進み2025年世界食糧需給

PNR（Point of No Return）が迫る世界各地域への大きな国際貢献策となる。 

   “森里川海”という多様な自然資源に恵まれた日本は、この2大技術（農法）システムを基軸

として、戦後安価な石油が大量流入する前に確立していた５F自然産業（Food、Fiber、Feed、

Fertilizer、Fuel）のIT活用による統合再生で生産性upを狙える。SNS活用の「生産者-消費

者直結ネットワーク」形成で、いわば“微生物力・酵素力”活用の面白楽しい、もったいなく

ない「地表資源オールリサイクル化」運動にもなる。環境省の“森里川海”プロジェクトでも

掲げる真の自然資源CSV（Creative Social Value）大国・日本が実現する。 

   21世紀重農主義ともいえる経済システムを備えた「新田園都市国家」建設に向けて、“伝統

的日本農法”マイスターとしての“プロ農”、そしてベランダ農家（ベラ農）や農業情報入力農

家（Air農）といった“都市農”総掛りでSNS3,000万人農業者体制を築く。勿論、次世代を担

う全国約400もの農業高校ネットワークプレイヤー達には地域創造マイスターを目指し今か

ら参加してもらう。 

 

（脳科学でもわかってきた自然産業再生＆文芸復興の重要性） 

   哲学者の今道友信東京大学名誉教授は、ギリシア以降の西洋リベラルアーツ哲学に、20世

紀に大きく飛躍した科学技術、さらには近年の地球生命圏の危機的様相を踏まえ、「自然哲学

序説」で、「課題としての3つの環境（自然・文化・技術関連）形成」の重要性を提示してい

る。 

今回の研究会では、先端科学を駆使した脳科学者の小泉英明講師から今道哲学の実践につ

ながる知見が示されたように思う。すなわち「脳科学でわかってきた３環境（自然・文化・
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科学技術）の“一体性かつ多様性”の重要性」「脳科学でみえてきた教育面の“農業体験”、“幼児

教育”の重要性」「脳科学でも証明されたマズローの“生存の質に関する階層構造論”と衣食住充

足の自然産業再生＆文芸復興との高い関係性」といった最新の知見である。 

さらに松田義幸講師、松浦晃一郎講師からの講話を含めて、三人の講師に共通するキーワ

ードは“多様性”であった。自然産業再生とは“微生物の多様性”“生物の多様性”の、そして自然

文芸復興とは“言語（民族）の多様性”“文化の多様性”の再生復活との認識を強めることとなっ

た。 

実践としては、ユネスコ憲章の「心の中に平和の砦を築く」課題に対し世界遺産ルネッサ

ンス運動を展開することで、自然産業再生と文芸復興の両立を図る。脳科学でも重要性がわ

かってきた３環境（自然・文化・科学技術）の“一体性かつ多様性”教育にもつながる。 

こうした運動の先には、“大地から富を生む”自然産業再生と、そして文芸復興での、日本

発“８F ライフスタイル産業革命”が具体的な形となってくる。８F とは、全国学校農場協会が

当初掲げた『３F：農（Farm）・食（Food）・祭り/芸術（Festa）』に、さらに『５F：山林（Forest）・

エネルギー（Fuel）・ライフスタイル（Fashion）・家族（Family）・幸福（Felicity）』を付け

加えた概念である。今後、伊勢志摩サミット、東京五輪等での発信で、21 世紀型ライフスタ

イルとして国際的な広がりが期待される。 

 

以上まとめて、日本経済調査協議会の提言「新八策」とする。 

 

提言「新八策」 

１．“微生物多様性”「平成検地」で全国 40 万 ha 耕作放棄地の“超お宝”発見から始動を！ 

  “土壌微生物多様性”DB で「農地価値ビッグデータ（B/S、P/L）」を創ろう！ 

２．地域金融機関が主力プレイヤーの「農地貸借市場」創設で融資イノベーションを！ 

  “融資難”地域金融機関の“農地価値格付け”での「地方創生」参加型生き残り戦略に！ 

３．先進性が“IT 見える化”できた「伝統的日本農法」を内外に展開しよう！ 

  「Made by Japan 農法」で「成長戦略」「教育再生」「環境外交」の 1 石 3 鳥を狙おう！ 

４．「高生産性バイオガス＆発電システム」で多様な「入口」「出口」産業を創ろう！ 

  「森林再生」「畜産業・生ごみのエネ・農業資材産業化」「１次エネルギー10％確保」を！ 

５．IT 活用の５F 自然産業（Food,Fiber,Feed,Fertilizer,Fuel）統合再生で生産性 up を！ 

  “微生物力・酵素力”活用の面白楽しい「地表資源オールリサイクル化」運動推進を！ 

６ “プロ農”＆“都市農”（ベラ農・Air 農）3,000 万人 SNS 体制の「新田園都市国家」を！ 

  全国約 400 農業高校ネットワークの“森里川海”地域創造中核プレイヤー化を！ 

７．脳科学でもわかった重要な「心の中に平和の砦を築く」世界遺産ルネッサンス運動を！ 

  脳科学で判明した重要な３環境（自然・文化・科学技術）の“一体性・多様性”教育を！ 

８．日本発“８F ライフスタイル産業革命”始動をサミット、東京五輪等で発信しよう！   

  “大地から富を生む”自然産業再生と文芸復興での 21 世紀型ライフスタイル実現を！ 
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具体的な地域創造イノベーション「新八策」 

 
１．“土壌微生物多様性値”「農地価値」は断然世界一の「伝統的日本農法」 

 

（１）3 万件“土壌微生物多様性”（95 種類の有機物分解能力）データで判明 

 ・日本のトップレベルの数値は 200 万単位超、平均値も 79 万単位。 

 ・次は、日本同様軟水資源の NZ（188 万単位）。台湾、インドネシアの一部も高い。 

 ・大規模農法地域（南米、北米）の土壌多様性は崩壊状況。 

―アルゼンチンは 1.3 万単位。化学肥料・農薬・遺伝子組み換え作物等の影響？ 

―欧州の農業大国フランスでも、70 万単位と日本の平均値にも及ばず。 

 

 （２）優れた「伝統的日本農法」（腐葉土、ぼかし堆肥など循環型有機農法）が可視化 

   ・“森里川海”国土からの恵みを活かした有機物循環型農法の世界的先進性が判明。 

   ・日本の水田は“土壌微生物多様性”の宝庫。湛水・干水管理という環境刺激も一因。 

・「耕作放棄地」も多様性が復活し、“お宝”化（190 万台単位）。“奇跡のリンゴ”同様の雑草

農法ゆえ。 

・山林の腐葉土や雑草からの“易消化性炭素（EDOCs）”と多様性の相関性も証明。 

 

 （３）“土壌微生物多様性”は収量増加、連作障害解消で生産性を引上げ 

   ・連作障害回避土壌の“土壌微生物多様性値”は約 100 万単位。 

    ―ただし、「ナス科青枯れ病」170 万単位、「ホモプシス根腐れ病」80 万単位以上。 

   ・加えて、“健康な食”“豊かな食味”ゆえの「ブランド化」により高付加価値化。 

    ―“土壌微生物多様性値”添付の「旬野菜ブランド」市場（内外）成立。 

 

 （４）平成 27 年 8 月の「農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案」成立に伴い、「農地

法の一部改正」が平成 28 年 4 月 1 日施行となったことへの喫緊の対応措置 

・「農地を所有できる法人の要件に関し、農業者以外の構成員の有する議決権の要件につい

て総株主の議決権等の１/2 未満まで認める・・・・」との変更により、外国人投資家に

よる農地所有が実質的に解禁。 

・“土壌微生物多様性”豊かな「農地価値」について、日本国民全体が共有する要。 

―特に耕作放棄されている農地価値への正確な評価の確立が急務。 

・今回のように FTA、TPP など国際的経済協定と一体での国内法改定の場合、今後国内的

要因のみでは元に戻せないとされるだけに、わが国の豊かな「農地価値」の明示化が急

がれる筋合い。 

  

提言１：“微生物多様性”「平成検地」で全国 40 万 ha 耕作放棄地の“超お宝”発見から始動を！ 

    “土壌微生物多様性”DB で「農地価値ビッグデータ（B/S、P/L）」を創ろう！ 
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２．「農地価値 BD」から「農地貸借市場」創設＆地域金融機関の融資イノベーション始動 

 

（１）「農地価値ビッグデータ（BD）」から「農地貸借市場」創設 

・「農地価値」が数値化されると、農地の所有権は維持したまま「農地貸借市場」が成立。 

・“易消化性炭素（EDOCs）”投入という「農地価値」改善手法を、貸し手と借り手が共有

できることで、貸し手の不安解消、借り手の「適正管理」“原状復帰”義務履行が可能と

なる。    

・土壌状態の「見える化」で、借りる側も借りやすく、良い土地に比例して高く借りると

いう市場原理が働く。良い土地を「適正価格」で貸して、良い農作物を作って提供して

いくという好循環を生む。農地の“適正価格発見機能”が日本に根付く。 

―オイルショック後の大量国債発行を契機に引受け金融機関の国債売却が進み国債流通

市場が成立、今日の価格機能による国債発行市場形成につながった経緯と重なる展開

が期待できる。 

・IT/SNS の活用とマッチして、従来全くデータ集積のなかった小口多様な各種「農業情

報」のビッグデータ構築につながる。 

  ・日本では従来、農地をビジネスライクな眼鏡で見ることはなかったが、末永く儲かる自

然産業システムとして再構築することで、地方に活気を与え、地方の健全化に寄与する。 

  ・海外長期赴任する人がマンションを貸す場合と同じく、返却時には貸した時の状態に原

状復帰して返すようなスキームを担保する“保証金制度”を伴った“仲介業務”が成立。 

   ―金融機能の一部である「保険機能」の活用。 

 

（２）“融資難”の地域金融機関の融資イノベーションを励起 

・“農地価値格付け”や“多様性値”担保での「地方創生」参加型生き残り戦略となる。 

・海外投融資案件をつかめるメガバンクと異なり、預貸金“ワニの口”化現象（預金は増大、

貸金は減少で預貸率低下トレンド）に悩む地方金融機関にとって、各地域の足元からの

富を生み出し経済成長（各地域の「純移出」＜「移出」－「移入」＞黒字化）をもたら

す融資イノベーションが可能に。 

―年金収入のある高齢者比率が高いなどから預金は積み上がる一方、融資先事業所は東

京都圏（東京都に全国 52％事業所が集中）を除き確実な減少傾向をたどり、預貸関係

は、財政状況と同じく「ワニの口」化。 

   ・これまで農業系融資額はごく僅かで全くこの分野の「審査ノウハウ」を持たなかった    

地域金融機関にとり、「担保価値」の明確化、農地価値の「モニタリング」も可能となり、

どの地域にもある生命維持基盤（食料、エネルギー）産業への融資ノウハウを取得でき

る。 

―5 つの金融機能（「審査」「資金調達」「保険・担保」「モニタリング」「資金回収」）のほ

とんどが満たせる融資分野となる。 

   ・地域金融機関にとって、環境省提案の「金融行動原則」にマッチした銀行行動となり、

また総務省の「地域力創造事業」の“産学官金”連携の主力プレイヤー化するなど政策的
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な要請にも応え得る。 

―シュンペーターの唱えた「5 つのイノベーション」での大きな役割 

① プロダクト・イノベーション（新製品・新商品開発）：農工技術！ 

② プロセス・イノベーション（工程・物流改革）：物流・IT！ 

③ マテリアル・イノベーション（ナノ化など素材革命）：工業技術！ 

④ マーケット・イノベーション（市場創出）：商・金融！ 

⑤ システムズ・イノベーション（仕組み作り）： 

⇒「バイオマス産業都市」などの“場”作り、「○○クラスター」作り  

⇒ 行政（首長）のリードで、商工会議所・金融・商・地元有力企業を束ねる！ 

⇒「地方創生」事業でも地域金融機関の新たな民間資金活用が可能に！ 

 ・各地域の地表資源から事業採算のとれる“富”を生み出す新たな食料・エネルギー基盤産

業への融資は、地域金融機関として事業現場をしっかりとモニタリングできることもあ

り、積み上げてきた信用力があり新たな事業を模索している地元企業を組みこんだ「地

方創生」参加型の生き残り戦略につながる。 

   ・地域金融機関とともに、同じく会計的リテラシーになじむ地域の会計事務所、さらには    

次世代プレイヤーである農業系高校をも巻き込んだ地域シンクタンク的役割にも期待。 

 

提言２：地域金融機関が主力プレイヤーの「農地貸借市場」創設で融資イノベーションを！ 

    “融資難”地域金融機関の“農地価値格付け”での「地方創生」参加型生き残り戦略に！ 

 

 

 

３．数値化した「伝統的日本農法」（「Made by Japan 農法」）の内外展開 

 

 （１）“土壌微生物多様性”数値で常日頃の誠実・真剣な“土づくり”努力の「見せる化」 

   ・“有機農法”など曖昧な表現は不要。減農薬・化学肥料農法も“多様性”で表現可。 

   ・一時的な施肥、いわゆるドーピングもチェック可能。 

 

 （２）日本人発明の“土壌微生物多様性・活性値”評価システムの知財権 

・国内特許成立。EU・NZ 成立。国際標準化に強い豪州でも成立。米国では申請中。 

   ・「国際標準化」で、TPP 参加でも先進的な「伝統的日本農法」の優位性を表現可。 

   ・土壌劣化が進む豪州北部の農業振興において「Made by Japan 農法」に強い期待。 

    ―距離的に近い ASEAN 諸国への食料供給基地狙い。 

    ―日本も、「Made by Japan 農法」の国際標準化を豪州で実現可能。 

    ―“日本農法マイスター”プロ農家も冬場に時差がない農繁期の豪州で活躍可。 

  ―バイオ燃料の持続可能性に関する国際的基準は食糧とエネルギー問題はパッケージゆ

え、葉茎利用のスーパーソルガムが有力なバイオガス用栽培作物との認識。 
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（３）有機農法の概念のない ASEAN 諸国での産業・人材育成 

   ・「農業分野での新産業創出」や「伝統的日本農法マイスター」人材育成などで貢献。 

    ―エコ農産物を“土壌微生物多様性値”で証明でき、ハラール市場等向け食品化。 

   ・水田を除き、焼き畑に依存した熱帯の ASEAN 地域では土壌流亡も激しく、かつ伝統的

日本農法の有機肥料による“土壌微生物多様性増強”との発想は不在ゆえ、より有効。 

・近年では、中国から大量に流入している化学肥料や農薬の過剰投与問題も深刻化。 

 

 （４）2025 年世界食糧需給 PNR（Point of No Return）問題への日本の大きな貢献 

 

提言３：先進性が“IT 見える化”できた「伝統的日本農法」を内外に展開しよう！ 

    「Made by Japan 農法」で「成長戦略」「教育再生」「環境外交」の 1 石 3 鳥を狙おう！ 

 

 

 

４．世界初「高生産性バイオメタンガスシステム」始動で多様な「入口」「出口」産業創出 

 

 （１）FIT（Fuel）等の運用で明らかとなった高生産性メタンガスシステムの優位性 

   ・太陽光発電FIT価格の見直し等に伴う相対的な優位性上昇。 

   ・「木質燃焼水蒸気発電」も資源多消費（“ハゲ山化”）が問題化。 

―木質燃焼発電の最低規模5,000kwクラスでのチップ等の年間原料使用量は6～8万トン。

木質資源量は200トン/ha程度とされるため、年間に必要な森林面積は300～400ha。FIT

買取りの20年間では、6,000～8,000haもの山林面積があって初めて植林と組み合わせ

た持続可能な事業モデルとなる。 

―本バイオメタンガスシステムでは、500kw規模の発電所に必要な燃料は含水率の高い

枝葉を含め日量13トン（含水率60%）ゆえ、年間では4,000～5,000トンの原料使用量

（約20ha相当）で済む。20年間でも5,000kw燃焼型発電所の原料使用量1年分相当で繰

り回せる形。 

・LPG市場価格高騰に伴うメタンガス販売の高採算化。 

―最近のLPG（石油液化ガス）は、製油所閉鎖に伴う随伴物ゆえの供給量減少等から急

騰。以前は150～180円/m3だったのが、現在は450～600円/m3、東京では1000円/m3。

これに対するLPG比カロリー約半分のメタンガスの小売価格は250～300円/m3ゆえ、

ガスエンジンでの発電をFIT価格で売電するよりも、ガス市場価格での販売が有利とい

う状況が生まれている。 

―例えば、500kw相当の本ガスシステムでの1日当たりFIT売電収入は約40万円に対し、

ガス価格が300円/m3の場合、約60万円/日の売上げとなる。 

・難分解性資源もナノ化により多様な種類の中温メタン菌での安定的発酵が可能と判明。 

―従来のラボ試験では、リグニンといった難分解性有機物の高効率ガス発酵には、数種

類しか存在しない“馴養”が難しい高温メタン菌（55℃）が必要とされてきたが、大量有
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機物の安定的ガス発酵には、むしろ牛の体内で多様な植物の消化作用を担っている数

百種類もの多様性をもつ“中温メタン菌（牛の体温並みの38℃～40℃）が最適という事

実も判明。 

 

 （２）世界初「高速・高効率メタンガス化システム」の多様な「入口」「出口」 

・リグニンといった難分解性有機物も、嫌気性環境の「完全密閉式自動ナノ化」によって

90％程度の高効率発酵が実現し（商用データ未検証＜ドイツ式など従来型は30%～50%

＞）、かつ発酵期間の大幅短縮化（１/3化～１/2化）、さらには消化液肥の「中水」「無機

肥料」分離が可能となると、あらゆる有機物がバイオメタンガスシステムの原料となり、

森林、畜産場、地方自治体の環境関連事業（下水・生ゴミ処理）など有機物の産出現場

が全て「入口」となる。 

―自治体の福祉と並ぶ2大予算事業のゴミ処理がエネルギー生産の原料事業化へ、含水率

の高い枝葉なども有価物となり「森林再生」をエネルギー畑として実現。 

―従来の“し尿消化液肥”散布場所確保という問題が解消し“都市ふれあい牧場”など畜産

業の役割の抜本的変化も（家畜とのふれあいで腸内微生物の供給源化？）。 

・本システムでは、4種類の有価物（メタンガス＜CH4＞、無機肥料＜N・P・K＞、二酸

化炭素＜CO2＞、中水）が生産されることとなり、それぞれの有価市場に販売可能。 

―副生物の無機肥料成分は農業資材（Fertilizer）として、またガス燃焼時に発生するCO

２も販売可能（10ha当たり1.8億円というCO2市場向け）。 

・初期投資10年内での回収という高生産性ゆえ金融機関の関心も大 

―地方自治体の生ゴミ+食品残渣（オカラ）原料の490kwプラントの初期投資額約10億円

は、FIT売電で年間1億円収益ゆえ、約10年間で回収可能との試算。 

―牛糞原料の463kwプラントの初期投資額約9億円は、FIT売電で年間9,700万円収益ゆえ、

10年弱で回収可能との試算。 

―木質間伐材等原料の506kwプラント（日量約13トン＜含水率60%＞原料投入）の初期

投資額約9億円は、枝葉を3,000円/乾燥重量トンでの買取りとしても、10年弱で回収可

能との試算。 

 

（３）岡山ミニ商用プラント立上げ、石川県自治体など導入検討先拡大 

・本プラント普及の最大課題であった商用プラントの建設については、2015年春、岡山県

リサーチセンター内に、ナノ化槽容量200Lというミニ商用プラントが立上がり。 

―石川県の地方自治体で、下水汚泥、生ゴミ、廃菌床、ソルガムという4種類の原料によ

る1.2MWのメタンガス発電プラント建設を決定。岡山県の地方自治体で、生し尿、下

水汚泥、生ゴミ、牛糞併せて100トン/日を原料とする1.5MWプラント建設を議会承認。

信用力の高い農業資材関連企業が三重県で地方金融機関の融資を得て、畜産し尿とオ

カラを原料とする800kw規模のプラント建設着工の運び。 
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（４）マクロ経済的には日本の年間1次エネルギー供給量（5億石油換算トン）1割を供給可 

・「高速・高効率メタンガス化システム」は計0.5億トンの石油代替量を確保可能。 

―年間の廃棄物系バイオマスから約0.1億トン、リグニン等難分解性有機物供給源の森林資

源（2,500万ha、うち人工林1,000万ha）の年間成長量から約0.4億トン。 

・耕作放棄地対策としてのソルガム栽培での原料供給。 

―メタン発酵原料としては、C4植物で成長量が大きく、かつ九葉期まではシアン成分があ

るため鹿食害の影響も受けにくいソルガム（コーリャン）に着目。耕作放棄地等での数

カ月栽培で100トン/ha以上の収量のため、バイオメタンガス発酵の有力な原料作物と目

されている。 

―なお、オーストラリア北部でのバイオメタンガス事業の原料としても、スーパーソルガ

ムの栽培で200トン/ha程度の収量を想定。 

 

提言４：「高生産性バイオガス＆発電システム」で多様な「入口」「出口」産業を創ろう！ 

    「森林再生」「畜産業・生ごみのエネ・農業資材産業化」「1 次エネルギー10％確保」を！ 

 

 

 

５．有機物リサイクル市場（再生土壌、再生繊維、飼料・餌料）との統合で５F総合産業化 

 

（１）戦後の安価な石油大量流入に基づく3点セット農業（化学肥料、農薬、農業機械用燃料）前

の、日本の里山５F（Food、Fiber、Feed、Fertilizer、Fuel）総合産業復活へ 

・2 大技術システムを基盤とする生命維持基盤（食料、エネルギー）産業の再生復活に加え、 

有機物リサイクル市場（再生繊維＜Fiber＞、飼料・餌料＜Feed＞、肥料＜Fertilizer＞）

でも画期的なシステム登場。 

・農林水産業の総合産業化とは？（５F 高価値商品化） 

   ―５F 商品で農水産業の高付加価値化を！ 

①Food（食料、サプリメント） ￥200~1,500/kg（200 円/kg＜１等米＞） 

②Fiber（繊維） ￥100~500/kg （1,000 円/kg＜食物繊維＞） 

③Feed（餌料・飼料） ￥50/kg（140～180 円/kg＜魚粉＞） 

④Fertilizer（肥料） ￥20/kg（75～150 円/kg＜P・K＞） 

⑤Fuel（燃料）  ￥10～20/kg⇒FIT で確実化！ 

 

（２）建設残土の有機的再資源化（Fertilizer） 

・住宅解体等に伴う建設残土の優良栽培土壌としてのリサイクル市場が展望可。 

―“土壌微生物多様性増強”という伝統的日本農法と、種々の化学物質の発芽や成長障害 

要因を除去する土壌専門家ノウハウで新しい「リサイクル優良土壌市場」が成立可能。 

  ・都市荒廃空間（工場跡地、シャッター商店・住宅街）の農地利用が可能に。 

―「都市農園」の拡大策が展望可。 
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 （３）古着・衣料などの再生繊維（Fiber）化で面白楽しい 2 つの CSV 実現 

・「生産者と消費者との価値共有 CSV（Creating Shared Value）」を実現した再生繊維ブラ

ンド化戦略の成功モデル 

―綿繊維などの古着をバイオエタノールへリサイクルさせ、ブランド価値のある“再生繊維”

市場づくりの成功事例。タオル産業の海外移転に伴い使われなくなったタオル製造プラン

トを活用した「今治コットンリサイクルプロジェクト」として稼働中。 

―石油化学会社のバージンポリエステル繊維の 2倍以上の価格でアパレル企業が買う動き。

古着の収集には、親から受け継いだ着物など“もったいない”感覚のエンドユーザーからの

持ち込みニーズに訴求するモデル。 

―「断捨離」とは異なった循環型のライフスタイルを提供する事業モデルとして、また子

供の環境教育効果も狙った画期的な事業モデルとなっている。 

―この再生繊維事業は、消費者の小売り段階へのリサイクルインセンティブを引出すと同

時に、メーカーや小売サイドの“再生製品としてのブランド価値”を高めるリサイクルビジ

ネスモデルとしての価値を生み出し、2014 年 9 月末現在で 130 企業・団体が参加。今後、

川上の収集過程のプレイヤーや消費者を巻き込んだ極めて裾野の広い大規模集中型シス

テム産業化が期待されている。 

・企業行動、企業価値も「CSR(Corporate Social Responsibility)」から、「CSV(Creative Social 

Value)」への転換。 

 

（４）“真空低温”固液分離装置による機能性植物酵素食品や魚残渣餌料（Feed）づくり  

 ・本装置は、真空ポンプに替わる真空装置であり、心臓部の「水エゼクター」で水を循環さ

せて高速水流により真空状態を作る。沸点が 30℃～35℃まで下がるため、植物や動物組織

の酵素が壊れず、酵素リッチの粉や液体が生産できる。 

  ・捨てる部分 50％の野菜、70％の柑橘類の全てが商品となり、農業での生産力アップ。 

   大規模化ではなく、“出たもの、捨てたものを全てリサイクル”での「農業生産性革命」。 

   ―無農薬イチゴなどの水分の匂い成分は、化粧品からアロマセラピーに至るまで広範      

囲の活用が可能。基準が厳しい化粧品のハラール認証も日本で初めて獲得。こし餡づく

りで出る小豆の皮からパウダーを作るとポリフェノールが通常の 2 倍の商品に。 

・漁業分野でも高付加価値餌づくり（Feed）が実現。 

―東日本大震災で打撃を被った漁港都市での本システムによる本格的な魚粉製造プラント

が建設中で、2016 年春までに完成し、来年度からの本格稼働を予定。 

―本プラントではイカやタコ、アジなどに加え遠洋漁業で採ってきたマグロ解体残渣を    

2～3 トン/日処理し、大体その 2 割が高品質魚粉となる。2～3 円/kg で原料を買い取るた

め、漁業者には新たに 4 万円/日の収入。他方、この高級魚粉は海外のブラックタイガー

養殖向けなどに人気が高く、500 円～550 円/kg の高値が付く。10 名程度の新規雇用を

予定。 

―好漁場の日本近海から水揚げされ未利用の魚資源は年間 600 万トン規模。加えてカンパ

チなど養殖魚を切り身出荷とし残渣をリサイクル魚粉加工利用すること等で、年間 100
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万トン規模の魚粉製造が可能との試算。従来ペルー、チリ沖からの魚粉輸入国であった

日本は、今や水産養殖業で 6～7 割を占めるコストとなっている魚粉餌料を国産化できる

だけでなく、世界的に拡大する魚養殖市場向けに魚粉輸出国に転じる可能性も。 

 

（５）５F 自然産業の統合再生を可能とする IT の新たな活用策 

・「農業の 6 次産業化」といった概念にとどまらず、ビジネスの世界では「ビッグデータ」や

SNS を活用した、「農」とか、「健康」とか、「環境」とか、「グリーン」とか、近似性の高

いコンセプトを中心としたネットワークが形成中。 

―青森県立五所川原農林高等学校が中心となった地方創生戦略がその典型事例。 

  ・IT 投資はたくさんやるが利活用は遅れている日本の、IT を単にソフトウェアという領域に

とどめず、そこから何かを生み出そうという発想が展開している現場化。 

―消費者と生産者をベストなタイミングでマッチングさせるとか、ビッグデータを取って

きて、そのところに IT を活用するというアイデアが次々誕生。ゴルフ場の活用を含めて

ネットワークで集まるビッグデータを使って自分たちが中心になって活動範囲を拡げる

という事例が増加。 

 

提言５：IT 活用の５F 自然産業（Food,Fiber,Feed,Fertilizer,Fuel）統合再生で生産性 up を！ 

    “微生物力・酵素力”活用の面白楽しい「地表資源オールリサイクル化」運動推進を！ 

 

 

 

６．“プロ農”＆“都市農”（ベラ農・Air 農）3,000 万人 SNS 体制の「新田園都市国家」建設 

 

（１）「Made by Japan 農法」マイスターの“プロ農”＆“都市農”の連携 

  ・「土壌微生物多様性可視化」システムにより“土壌微生物多様性増強ノウハウ”を表現できる

ようになった“プロ農”の新しい農業指導者としての役割への期待。 

―「土壌微生物多様性可視化」システムを支持する“プロ農”のネットワークは全国に拡大中。

既に 3,000 人を超え、1 万人規模へと展開中。 

―埼玉県「霧里農場」が確立した都市近郊田園理想郷モデルは地域内各種産業と連携。 

  ・「易消化性炭素（EDOCs）」は、従来農業の堆肥という概念ではなく、工業的に作出された

品質の安定した有機炭素を組み込む形で設計された「標準化土壌」。これと一体になった農

法が、ベランダ農家（「べラ農」）、農業情報入力農家（「Air 農」）といった新規の“都市農”

の参入を容易にする。 

―“Air 農”とは、植物の発芽、生育状況、害虫の発生、栽培環境など極めて多様な小口の農

業情報をデータベース化する新規の農業参入者である。スポーツ界でも、近年、全日本

女子バレーボールの力が急速に高まってきた理由として、試合中に同時進行で入力した

各種データを活用して作戦を立てる「スカウティング」の成果があげられる。すなわち、

スマホなど IT 機器操作に習熟した若者達が入力した情報を、ビッグデータで解析して、



14 
 

同時進行のゲームに活かすという戦法である。 

   ―“都市農”は、2 足～3 足の草鞋をはいた形のマルチジョブ農業者であり、こうしたライフ

スタイルは精神的余裕を生む効果も期待されている。 

  ・小口多様な刻々変化する農業情報を活かすには、情報入力という新たな仕事が不可欠。 

   ―複雑多岐にわたる農業関連情報のビッグデータづくり、データ入力者も先進的伝統的日

本農法には欠かせなくなる。クラウドの「農業情報ビッグデータ」に情報入力する、on Air

するという意味での“Air 農”は、農業情報のもつ意味に精通しているわけで準農業者と捉

え得る。 

・伝統的日本農法の本質は“土壌微生物多様性増強”と理解する都市の農業者や農業情報入力

者をも“プロ農”と並ぶ立派な農業者と捉えることで、3,000 万人農業者体制の「新田園都市

国家」構築も視野に入る。 

   ―“プロ農”＆“都市農”という複層的な 3,000 万人農業者を擁する日本は、来るべき 2025 年

世界食糧需給 PNR をパニックなくして乗り越え得ることとなるだろう。 

 

（２）“森里川海”地域創造プレイヤーとしての全国 400 農業高校ネットワークの活動 

  ・「公益財団法人 全国学校農場協会」は、我が国の農業・農業教育の発展・普及を目指して

活動中。 

―本協会の会員数は全国農業関係高校教職員を中心に約 6700 名。 

―最近取り組んでいる事業は３F 構想に５F を加えた８F 総合的経済活動。 

・環境省の「森里川海」プロジェクトと連携した将来のプロジェクト理解者として教育推進。 

―「森里川海」プロジェクトへの本協会の提言は補論２に収録。 

                    

・青森県立五所川原農林高校で始まった「農の IT 化」による「農業高校を通した地域振興の

具体的取組」 

 ―「企業法人設立」による日立製作所と連携した“背水の陣”永続的モデルが発進。 

 ―種々の地域課題に対し、地域の農業高校の使命として、市民と一緒に 1 次産業複合体を

つくり、町に雇用を発生させ、もう一度幸せが感じられる町づくりを目指す現在進行形の

行動。 

―農業高校でなければできない取組みから、五所川原に新しい「教育・農業・まちおこし・

ビジネス」のフレームをつくり、そのスキーム実現のための実践母体をつくり、特に地域

教育に精力を注ぎ、幼児教育から学校教育、さらには成人の農業教育まで範囲を広げた、

総合教育施設として高校を位置付け。 

―「農の IT 化」としては、日立製作所の協力を得た IT・SNS 活用で、「良い食の発信、相

互交流できる場」づくり、「規模の経済性と連結の経済性」の合体化、「付加価値農業モデ

ルの可視化と消費者との直結」といった具体的モデルを実現済み。 

     

提言６：“プロ農”＆“都市農”（ベラ農・Air 農）3,000 万人 SNS 体制の「新田園都市国家」を！ 

    全国約 400 農業高校ネットワークの“森里川海”地域創造中核プレイヤー化を！ 
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７．脳科学とユネスコ憲章の「心の中の平和の砦を築く」“世界遺産ルネッサンス運動” 

 

 （１）脳科学でも分かってきた重要な３環境（自然・文化・科学技術）の“多様性”学習 

   ・「生存圏・環境」と脳の関係は実は非常に密接。 

―脳は環境によって作り込まれる部分が非常に大きいことが最近ますます分かってきた。

都市の場合、その脳自身が都市を作っていく。 

―従って、脳が作った環境の中で、我々の子供たちは育っていくわけだから、今度はそ

の環境からまた脳が作られるという相互関係が現実に存在。 

   ・遺伝子と脳と環境の相互関係とは？ 

    ―約 38 億年前に生命が生じて、生物がどんどん進化し環境により良く適応して生きてき

たが、その情報は遺伝子の形で受け継がれ、生物は非常に長い時間をかけて学習して

きた。 

―他方、数億年前にどんどん発達を始めた脳神経系が扱っている情報の方が遺伝子より

多い。脳神経系が遺伝子と違う点は、生まれ落ちた環境に対して、非常に短時間に適

応できるメカニズムを持ったこと。 

―遺伝子は環境によっても発現制御されることが最近ますます明確になってきたので、

環境と脳の関係はさらに密接になってきた。 

   ・環境問題は、公害問題から地球環境問題に概念が転換したが、水俣病の水銀の分析法と

病院で脳梗塞や脳腫瘍をみる MRI 検査手法とは、物理学的には同じ原理。 

    ―脳の機能を測る際、生きている人の脳の機能を生きた状態で測るのがポイント。何ら

かの相互作用を起こさせることで情報を得るが、脳の中に光や電磁波という光子（フ

ォトン）を入れることによる、その副作用という相互作用は少なくして、かつ十分な

情報を取るという、完全に相反した問題。この解決には、ハイテク、技術開発、イノ

ベーションが不可欠。 

    ―結果、日立製作所（小泉英明講師）で新しく考えたのが光を使った方法。これが、水

銀を測るのと同じ方法で、脳内物質を計測する「光トポグラフィ」という方法の原理。 

   ・「光トポグラフィ」技術を使う研究が世界中で活発化し、意思決定のメカニズムが判明。 

―社会的な意思決定など脳のどの部分が活性化するかがわかり、人間の脳機能の解明が 

飛躍的に進展。 

   ・衣食住など物質的豊かさと精神的豊かさの関係については、“恒産なければ、よって恒心

なし”“衣食足りて栄辱を知る”といった名言があるように、前者を実現する仕事・所得・

カネを生み出す産業があってはじめて後者の文化芸術、文明が実現する関係にあると解

される。 

 

 （２）「光トポグラフィ」計測でみえてきた脳科学からの知見 

   ・人間がほかの動物と違う点は話すこと。言葉をもつこと。 

―人間とチンパンジーの大きな違いは、人間の前頭極（前頭前野）はチンパンジーの体

積の倍、人間脳はチンパンジーより 3 倍体積が大きいから、全体では 6 倍発達。この
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点が、解明すべき人間を知るためのポイント。 

―人間脳の特徴として、階層的な文法をもっている「言語」、複雑な「道具」を作れるよ

うな新しい脳の機能領野を進化で獲得したこと、複雑な道具を作って使うことで多様

な高次の脳機能が誘発されてくること、指先が器用になったことで多様な思考力や創

造力が誘発された可能性がみえてきたこと、そして積極的な教育を行うのは人間だけ

であることなどがわかってきた。 

 

 （３）脳科学でみえてきた教育面の“農業体験”、“幼児教育”の重要性 

   ・教育は人間特有のものであり、非常に重要なことが判明。 

    ―慈愛・憎悪などの高次の感情を持つということで、これが世界の現状の不安定さにも     

直結。 

   ・研究中の仮説「未来を考えることができるのは人間だけ」「“快・不快”は原生動物とも普

遍的な生存に直結の感覚」 

    ―先を予測する機能、快感を感ずる機能ともに脳の深いところにあり、そして、快感を

感じることは生存に良いことをやったときの一つのご褒美として、脳の方からは捉え

得る。 

    ―報酬によって働く原因、快を感じ、うれしいと感じる原因が動物と人間と異なる。人

間の場合は、動物の場合と同じく好きな食べ物などのほか、金や名誉といった社会的

な評価でも線条体（の中の“尾状核”という報酬系）の部分が活動する。 

    ―カネ以上に社会的に評価されただけで満足感が得られることは、教育の本質に結び付

くことと考えられる。 

   ・カネの亡者にならないで、誰かが喜んでくれたことだけでも本当にうれしく感じること

を前提とした教育がやはりこれから重要な原点になる。 

―人間脳には「地球益」「人類益」への貢献に喜びを感じる特性があり、その特性を前提

とした教育再生が重要。 

   ・未来を伝えるためには、パントマイムなど「肉体表現」だけでは無理で、記号や言語が

絶対的に必要。 

    ―人間の言語固有の特徴は、転位性（displacement）。時空における現時点・原位置を超

えた概念表現と、その伝達が可能ということ。 

   ・脳は意識上で処理していることよりも、はるかに多くのことを意識下で処理。脳は並列

分散処理という全部分業で処理しており、分業処理したものがまとまって最後の段階に

なって初めて意識上に上がり、我々は感じることができる。 

   ・この点は非常に重要で、教育にしても、芸術にしても、書いたり見たりするのは意識上

のことであり、大事なのは意識下での脳の働き。この点を踏まえた「教育」「文化芸術」

の役割見直しが重要な時代に来ている。 

    ―未来を考えるときに音韻ループという機能が一番のベース。言語はもともと聴覚性で、

聴覚で処理しているループがあるが、これは意識下でも働いていることが最近わかっ

てきた。 
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    ―人間がなぜ生きがいを感じるか、なぜ幸せを感じるかがポイントとなるが、その際、

感動することは非常に大事なこと。この点、芸術は感動を皆で共有することがその本

質。 

・感動するときは常に「身体性」が関係、脳には身体の情報が皆上がっており、その身体

の情報をもとに、脳もまた動いている関係。 

―「悲しいときに涙が出るが、悲しいから涙が出るのではなく、涙が出るから悲しいの

だ」「感動するから涙が出る…、涙が出るから、より感動する」との逆説的な考え方も

証明。 

 

 （４）マズローの「生存の質に関する階層構造論」と脳科学での証明 

   ・「生存の質に関する五階層」で、一番のベースになるのは「エネルギー獲得・エントロピ

ー排出」、次が「セキュリティーの確保」。その上が「社会性・生殖」、すなわち衣食住で、

経済的に衣食住が達成されるまでは収入が増えることと幸福とはかなり強い比例関係。

しかしその先の「文化・教養（価値観）、自己実現（社会還元）」という段階にはいって

くると必ずしもカネとは直結しなくなる。 

     

 （５）“土壌微生物多様性値”で「Soil Bio Chorus」など新たな自然文芸の登場 

   ・脳科学でもわかってきた重要な「3 環境（自然・文化・科学技術）の多様性学習」の実

践に資する“生命芸術表現”。 

    ―IT 活用での“土壌微生物多様性値”を音階、強度などの情報としたアルゴリズム作曲で、

「Soil Bio Chorus」といった新たな自然文芸が登場。 

   ・「Soil Bio Chorus」は、哲学者の今道友信東京大学名誉教授が「自然哲学序説」で唱え

た「課題としての 3 つの環境（自然・文化・技術関連）形成」実践の象徴。 

―3 つの環境形成とは、「自然環境」「文化環境」「技術連関環境」の 3 つ。近代までの哲

学は 20 世紀に大きく飛躍した「技術連関環境」を踏まえたものでなく、これを踏まえ

た“自然哲学”とその実践を重視した考え方。 

 

（６）近代国民国家の枠組み以前の「都市国家」モデルのイタリア・ルネッサンス“世界遺産” 

・地球生命圏の危機的状況に直面した人類は、新たな「3 つの環境（自然・文化・技術関

連）形成」実践が喫緊の課題となっている。 

―具体的な実践の象徴として、ユネスコ憲章の「心の中に平和の砦を築く」“世界遺産ル

ネッサンス運動”が最適。 

・「世界遺産」とは、国連教育科学文化機構（UNESCO）認定の「自然遺産・遺跡遺産・

文化遺産」からなり、宗教文化遺産、また無形文化遺産まで取り込み、さらに近年では

国連食糧農業機構（FAO）とも協働した、互いに自立・分離しながら、相互協力のもと

に画期的な慈愛と補完性の原理に基づく地域再生の平和教育運動として展開。 

―人間脳が喜びとする「地球益」「人類益」貢献への教育実践としての“世界遺産ルネッ

サンス運動”の展開こそがグローバルな地域創造戦略となる。 
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提言７：脳科学でもわかった重要な「心の中に平和の砦を築く」世界遺産ルネッサンス運動を！ 

脳科学で判明した重要な３環境（自然・文化・科学技術）の“一体性・多様性”教育を！ 

 

 

 

８．日本発“８F ライフスタイル産業革命”始動をサミット、東京五輪等で発信 

 

 （１）産業社会のライフスタイルと自由時間増大、欲望（ニーズ）の大きな変化 

   ・産業革命以降世界に広がった産業社会のライフスタイルは、1972 年ローマクラブから 

出された「成長の限界」論などで大きな転機を迎えたが、その後も具体的なポスト産業

社会のライフスタイル像は描けていないのが現状。 

    ―ケインズも、ニーズ 2 分類で、「相対的ニーズ」の「絶対的ニーズ」化がポスト産業社

会づくりのポイントとの認識。 

・自由時間の増大、欲望（ニーズ）の大きな変化を踏まえた「ライフスタイル産業革命」

を模索中というのが世界の実情。 

―脱産業社会のライフスタイルは、産業社会時代の「所有－消費」論理による物的欲望

の充足に対して、「存在－自己開発」論理による自己開発欲望の充足へと転換との認識。

マーケッティングも“TO HAVE”から“TO BE”へと転換する“バラ色”的な色彩が濃い考

え方。 

―しかし、1990 年代半ば以降の IT グローバル金融革命により、巨大に膨らんだ金融資

産残高と実体経済活動の関係が「４：１」へと歪み、国境を超えた所得格差の拡大と

生命維持基盤（食料、エネルギー）および生命の安全への不安感がこれほどまでに濃

化する事態は、おそらく脱産業社会論華やかなりし 1970～1980 年代には想定し得なか

ったのではないか？ 

    ―21 世紀に入り、地球生命圏の危機的状況が深まり、2025 年世界食糧需給 PNR が 10

年後に迫る中、改めて脳科学でも判明した重要な「3 つの環境（自然・文化・科学技術）

形成」につながるライフスタイル確立が喫緊の課題といえるだろう。 

 

 （２）自然産業再生＆文芸復興での 21 世紀型ライフスタイル 

・“大地から富を生む”自然産業再生と自然文芸復興を確実にするライフスタイル 

  ―悠久の太古からの自然産業の再生に着目し、足元の地表資源からの“富”産出が可能とな

ると、同じく 20 世紀の急激な都市化以前の田園都市社会では一般的であった地域文芸

（お祭り、Festa）の復興も可能となり、両者一体となった 21 世紀型のライフスタイ

ル産業革命も展望可能となるだろう。 

    ―地域のお祭りなど文化芸術活動は、いわば“バイオメタンガス革命”“伝統的日本農法革

命”等で生まれる所得増大と余裕時間によって支えられた Play Music、Play Dance、

Play Sport、Play Art、Play Movie 活動によって復活できることになる。 
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    ―自然産業再生＆自然文芸復興による新たなライフスタイルは、脳科学でも証明された、

マズローの「生存の質に関する階層構造論」の全階層にしっかりとマッチするもので

あり、日本発“ライフスタイル産業革命”と呼べるものとなるだろう。 

 

 （３）全国学校農場協会の掲げる「８F 運動」と連携した生涯学習/教育モデル 

・本協会の８F 運動とは、３F 構想『３F：農（Farm）・食（Food）・祭り/芸術（Festa）』

に、さらに『５F：山林（Forest）・エネルギー（Fuel）・ライフスタイル（Fashion）・

家族（Family）・幸福（Felicity）』を加えた運動。 

―３F 構想『３F：農（Farm）・食（Food）・祭り/芸術（Festa）』とは、農業を単なる食

料生産・供給と位置づけるのでなく農業が本来持っているあらゆる可能性を認知して

もらう活動。 

―2014 年からは、5 つの F を加え８F 運動とし、農業を「農林水産物および再生可能エ

ネルギーの生産を通して、温暖化ガスを吸収し、国土、自然環境を保全し、美しく魅

力あふれる居住空間を提供し、個性あふれる地域の伝統文化・芸術を継承発展させ、

健全な地域コミュニティを育む総合的経済活動」として再定義。 

  

（４）グローバルなインターネット学習での８F“ライフスタイル産業革命”発信 

   ・世界的なインターネット学習時代、すなわち学習/教育分野の大変革の波に乗って、日本

発“８F ライフスタイル産業革命”を発信し、世界的普及を目指すのが日本の役割。 

―地球上の誰もが、どこでも、いつでも、自分のニーズ、能力に合わせて学ぶことができ

る MOOC(大学授業無料配信)や反転学習が、18 世紀半ばからの近代国民国家の枠組みの

中で構築されてきた学校中心の教育制度への対案提起となっている。 

―近代国民国家以前の、世界遺産から学べる地球の歴史、人類の歴史、民族の歴史、さら

には言語の多様性の歴史、文化の多様性の歴史、神話芸術の歴史、宗教の歴史などを含

めたリベラルアーツ学習も一気にグローバル化する勢い。 

―わが国科学技術の成果を結晶化した「英文同時字幕」付き学習システムで、日本発“８F

ライフスタイル産業革命”“東西融合リベラルアーツ学習”のグローバル発信が可能とな

る。 

 

提言８：日本発“８F ライフスタイル産業革命”始動をサミット、東京五輪等で発信しよう！ 

    “大地から富を生む”自然産業再生と文芸復興での 21 世紀型ライフスタイル実現を！ 

  





 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ部 地表資源循環型産業イノベーションでの地域創造現場報告 
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[要 旨] 
 

 日本発“８F ライフスタイル産業革命”実現には、生命維持基盤（食料、エネルギー）となる自

然産業の再生が決定的に重要となる。すなわち「５F 地表資源」を、経済学者シュンペーターが 1

世紀前に提示した「5 つのイノベーション」により、循環型環境産業の「3R(Reduce、Reuse、

Recycle)システム」へと構築することで、しかも 1990 年代央からのインターネット時代ゆえの

IT・SNS といったインフラ活用によって初めて実現可能と考える。 

なぜ自然産業の再生かというと、日本では世界最大の 100 万人都市・江戸において、あらゆる

有機物質循環型産業社会を 300 年前には構築していたという実績をもつが、その現代版再現その

ものと考えるためである。しかも、哲学者の今道友信東京大学名誉教授が唱えた「3 つの環境（自

然・文化・技術連関）の“一体性かつ多様性”形成」のノウハウも「5 つのイノベーション」「3R シ

ステム」といった形で我々は現在手にしている。 

 

この点、一般財団法人日本土壌協会会長で東京大学名誉教授の松本聰講師からの講話にあった、

次のような江戸時代の物質循環を目指すことになる。 

「都市化の中での地方創生には、昔の物質循環が重要となる。排泄物は臭いが、江戸時代の都

市と農村の物質のやりとりを物質循環の観点でとらえれば、非常に整然とした物質循環となって

いる。当時、江戸には 100 万人の人口があり、世界最大の町であったが、それでいて、大川では

白魚がとれるほど、水循環はきれいだった。それに倣うと、日本の中小都市には、大きな田園地

帯があるのでそうした物質循環が期待できる。」 

 

 研究会での議論を通じて感じたことは、５F 地表資源（価格が高い順に Food、Fiber、Feed、

Fertilizer、Fuel）が豊かな日本の国土を、５F 総合産業化として組み立て直すことに尽きるとい

うことである。“土壌微生物力＆先端技術”により、あらゆる地表資源を一旦分離（unbundling）

し、そして付加価値の高いものに目をつけて、ビジネス化（bundling）する。あらゆるものがお

宝となる。その価格についても、FIT（電力固定価格買取制度）の適用対象といった政策目的に

合致すればそれでよいし、また面白い、楽しいことをクラウドにあげ（On Air）、SNS で発信す

ることでマーケットが生まれ、直接の取引価格が形成される。IT 活用の「マーケット・イノベー

ション」「システムズ・イノベーション」の具体的事例とも解される。 

 マーケットができて、マッチングができると「生産者と消費者が直結した」世界が生まれる。

マッチングには、両者の心を結ぶ「数値化・可視化」「ブランド化」「映像化・ストーリー化」が

決定的に重要となる。どんな地域にいても、その地域の特徴を活かした表現競争次第で形となる。

物流コスト問題も、多くの参加者を得たネットワーク型「ブランド化」が解決の決め手となるだ

ろう。 

 また、いかに地元地域の産物を使うかというだけではなく、その上にどのような組み立て方を

するかが重要で、地域内でも業務分野が分かれていて互いに見えなくなっている部分について、

IT 活用などでうまく連携して情報を交換できれば効果は大きくなる。 

このように考えて、“土壌微生物力”と“IT など先端技術”に焦点を当てた、「地表資源循環型産業
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イノベーションでの地域創造現場報告」として、研究会で交わされた有益な議論を紹介したい。 

 以下、５F の地表資源に関し、市場の大きい順に、すなわち Food、Fuel、Fiber、Feed、Fertilizer

の順に、研究会で印象的であった事例、発言を取り上げる。 

 

 

[５F 地表資源循環型産業の統合再生] 

  

（Food） 

（１）「土壌微生物多様性・活性値」168 万単位のプロ農家霧里農場 金子美登講師 

  有機農業を始めて 43 年目の“プロ農”である金子講師は、「村おこし」という地域創生の具体

的モデルを実現させている。成功するための条件として、4 点をあげる。 

①土づくり。有機農業は山の自然が 100 年で 1cm の腐葉土を作るのを、人間の力で 10 年と

か 20 年に早めてやる仕事。米や野菜がよくできている土壌というのは、バクテリアの数と種

類が多く、次に抗生物質を作る放線菌、その次にカビ、原生動物が続く。こうした土づくり

を続けてきて、「土壌微生物多様性・活性値」を調べたところ、かなり上位の土壌とアテスト

された。 

②もう一つ有機農業の大事な点は、鳥や虫との共存。70～80 年前の里山は、手入れされてい

たが、そこには野鳥が約 200 種類いたと言われていて、田んぼや畑に害虫がでても 200 種類

の野鳥のどれかが食べてくれる。また稲の一株に 3 匹のクモがいると、10 アールでは 1 日に

20 万頭の害虫を食べてくれることが分かっている。日本の農業の場合は、里山も含めた循環

の農業が大事である。農場内あるいは集落内に害虫だけでなく、天敵、害虫、ただの虫がい

かにバランスよく混在し、生物多様性をどう復元するかがポイントである。 

③種苗の自家採種。環境や風土が似通った 20km 圏内の中で自家採種して交換せよというこ

と。今は残念ながら日本の種のほとんどが外国産。「品種に勝る技術なし」その地域にぴった

りの種が見つかれば、それで村おこし、町おこしができることになるが、私の町は大豆であ

る。 

④日本の有機農業運動は、生産者と消費者の直接提携である。世界に誇れるこの日本の有機

農業の提携モデルは今 40 カ国に広がっている。アメリカでは CSA（Community Supported 

Agriculture）であり、フランスではアマップである。71 年から有機農業を始めて約 10 年で

30 軒の消費者と提携し、3.5ha（うち水田 1.5ha）の規模で年収は約 800 万円。儲けようと

してやっておらず、一消費者から月に 2～3 万円頂いて、それは贈与に対する謝礼としている。

いわば会員制である。今私の小川町（埼玉県）では 60 戸の有機農業者が田んぼと畑を耕して

いて、全体の１割を超えた。日本平均 0.4～0.5％に比べ高い。 

 

この他、農業の後継者育成にも力を入れており、79 年から 1 人 1 年間ずつ預かっていたが、

今年は 10 人くらいで、国内外含めて 1 年間だと 200 人ぐらい、海外からも 40 カ国ぐらいが研

修に来ている。 

これからは有機農業と地場産業が共に良くなって、それを地域の消費者が支えて、内発的に
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発展する村づくりをしようということで、初めての有機米はまず地元の晴雲酒造にお願いして

40 俵の有機米を買って頂いた。87 年当時、米を 600 円/kg で買ってくれたが、一俵 36,000 円

である。現在の米一俵 6,000 円～9,000 円と比べても、どのくらい支援されたかがわかる。こ

れから地場産業とのいろいろな協業が始まった。やはり有機農業で成功したのは最初から販路

を用意できたことにある。 

農業の良い点は、「見せる化」ができることである。 

 

（２）青森県立五所川原農林高等学校校長（当時） 佐藤晋也講師 

  2010 年に校長として赴任し、農業高校でなければできない取組から始め、五所川原地域に新

しい「教育・農業・まちおこし・ビジネス」のフレームをつくり、次のスキーム実現のための

実践母体をつくった。特に地域教育に力をそそぎ、幼児教育から学校教育、さらには成人の農

業教育にまで範囲を拡げた、総合教育施設を目指して運営してきた。 

そのツールとして、IT ないし SNS を活用する点で日立製作所との連携ができ上った。この

活動を進めるため法人設立となった。これは、校長として未来に責任を持つ、本気で地域の思

いを拾い、必要とする雇用をつくる、これを実現するには、発言に責任がもてる教育機関と支

える法人がどうしても必要となったため。 

五所川原 6 次産業化推進協議会の最も重要な業務は、高校生が「良い食の情報を発信し、相

互が交流できる場」を設定していくこと。本校が取り組む食料供給産業構想は、「規模の経済性

と連結の経済性を合体」させたもので、可視化できる付加価値農業をモデル化し、加えて消費

者の意見を取り入れた CSA（Community Supported Agriculture）が実践できる「農業の IT

化」を進めていくこと。 

大規模農家（一人当たり手取り年収約 600 万円以上クラス、水田 120ha クラス）はコーポレ

ートビジネスとして頑張り、零細農家（手取り年収は 100 万円未満）はソーシャルビジネスに

特化していく。中小農家はネッワークを強化し、地域間協力で健康に特化した農産物を生産し、

必要とする消費者仲間の確保を狙う。 

IT をうまく活用すると、どのような利点があるかを「見える化」することが重要。 

今、リンゴの剪定技術で世界遺産を取ろうと思っている。剪定技術をクラウドに乗せ、うま

い具合に「可視化」できれば、多分、中小のリンゴ農家が活用できる。可視化しながら、付加

価値を高め世界農業遺産登録を目指していくことが重要となる。 

皆が面白い、楽しいと思うようなものを対案として作る。それを SNS で発信する。面白いも

のをカメラに収めるなどして「可視化・ストーリー化」することで、皆が参加してくる。 

 

（３）㈱日立製作所中央研究所主任研究員 五十嵐由美子講師 

農業 IT サービスが成立するかどうか実験する思いで、日立製作所は五所川原農林高校との連

携を始めた。「五農 SNS」（アグリコミュニティ）として、生産者と消費者を IT（SNS）でつ

なげることで双方からの情報発信機能を強化することを目標とした。 

最高のタイミングでマッチングできたのは自分のところの（日立の）ネットであり、クラウ

ドの得意技。ビッグデータそのものをただ漫然と使うのではなく、どのような要素を基点とし
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て抽出するかが開発のポイントとなる。 

追加的に本研究会が再生エネルギー研究会という視点からの提案をしたい。「ゴルフ場活用の

里山構想」である。今、ゴルフ場の稼働率が少し悪くなり土地が余ってきている。ゴルフ場の

良いところは、平らな土地に整備してあり、都市圏からの通路がきちんと構築されているとい

う点。 

都市型の農地の場合、農業を食で付加価値を上げるだけではなく、ゴルフ場の会員預託金制

度のようなシステムでクラブライフのような楽しみ方をも追求するという発想と似ていると思

う。「サ高住」、いわゆるサービス付き高齢者向け住宅をゴルフ場農園に入れていくアイデアを

持っており、消費者と生産者をゴルフ場の“会員権預託制度”のようなものを使ってつなぐ発想

も面白い。 

 

（４）アレルギーフリー食品開発の石井食品㈱会長 石井健太郎講師 

食料の問題は私共の死活問題である。当社で造っている商品には全てアレルギーの配慮商品

であるとの保証書を入れている。現在、食べ物に対して非常に敏感な子供を持つお母さんたち

がグループを作られていて、全国で 96 グループある。そのグループの主な目的は、自分が買っ

てきた商品が安全かどうかをいかに区別すべきかを話し合うことである。 

私共食品メーカーも、2001 年以前からこれらのグループと付き合ってきたが、このテーマは

相当に根が深い。京都に新しい工場を建設した際、当社のメーン商品のミートボールのパン粉

の中から乳と卵を抜き取ることにした。 

この工場を建設した時のポイントは、いわゆる汚染、コンタミネーションを皆無にしようと

したが、現在も続く挑戦であるから、まだまだである。汚染から守るための要素は、そこで働

く人間、使う原材料、空気、器具、それから水である。この中で、汚染の可能性が大きいのは

人間であるが、やはり製品製造で大事なことは、在庫管理と、いろいろな不都合が起きたとき

の再発防止である。 

いずれにせよ、法律施行前から商品の履歴管理をやってきたことと、無添加に 20 年間挑戦し

てきた経験のその 2 つが生きて、アレルギー問題についてはかなり突っ込んだ対応を取ってこ

れたと思っている。 

 

（５）「食のブランド化と地域創造」のフードプロデューサー兼総料理長 髙木裕美知講師 

ホテルオークラで約 40 年間料理人として働いてきた。最後はホテルオークラとして初めて料

理人から経営を担当する総支配人を任命され、グループホテルの立て直しに当った。現在は食

のブランド化、地域創造の仕事をしている。食文化の発展と、地域の子供たちの育成に努めて

いる。「食と文化」「食と教育」「食と医療」「食と健康」という４つの分野の事例をお話する。 

一つは、復興庁の「新しい東北」先導モデルとして気仙沼の学校給食用に魚を使ったオリジ

ナルカレーなどを開発した。二つ目は、病院食への取り組みである。入院時の３食での自己負

担分の段階的引き上げが予定される中、病院サービスの差別化としてのオリジナルな食開発の

ニーズがある。三つ目は、福島県の小規模スーパーから巨大スーパーとは違う総菜や弁当開発

の要請がある。四つ目は、IT 企業から、病の従業員が自然の土地に触れ、リハビリをして職場
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復帰させる事業のサポートである。 

 

（６）㈱野村総合研究所社会システムコンサルティング部 矢島大輔講師 

  「オーストラリア北部地域における持続可能な食品製造およびエネルギー供給事業の開発」

を進めている。人口も少なく、厳しい気候ということもあり、ほとんど発達していない北部開

発が求められている。基本的にはバイオマス（食糧＜アジア市場向け＞、メタン発酵ガス）を

中心に産業開発が求められているが、農業をやるには決して良い土壌ではない。この点で、  

横山和成委員に大いに期待しているところである。 

  オーストラリアは「国際標準化」が非常にうまい国である。例えば、バイオ燃料とかジェッ

ト燃料などは、オーストラリアで開発された ISO 基準である。“土壌微生物多様性・活性値”評

価システムを特許成立のオーストラリアで「国際標準化」するのも「伝統的日本農法」の国際

的評価を高める点で有効ではないか。 

  また非常に広大な地域なので電力や水の分散型インフラが必要となる。畑とガス発酵施設+

ガスエンジン発電の組み合わせが有効となる。バイオ燃料の持続可能性に関する国際的基準は

食糧とエネルギー問題はパッケージとなっており、この点、葉茎を利用するスーパーソルガム

が有力なバイオガス用作物と考えている。 

 

（Fuel） 

「新エネ地域再生研究会パートⅠ」と「同パートⅡ」での議論を再整理した。 

（１）バイオマスエネルギーの賦存量評価 

再生エネルギーを軸とする地域成長戦略の実効性をあげるには、そもそも論として日本の再

生エネルギーの賦存量評価が重要となる。再生エネルギー政策で世界のトップランナーであり

平地の多いドイツの国土（農地 50％、森林 30％）と比較しても、わが国は国土の 9 割が農山

漁村という条件は決して遜色がない。むしろ温帯モンスーンゆえに、かつ島国ゆえの太陽光リ

アクターとしての豊かな地肌とも相まって、むしろ土壌微生物多様性による生産性ははるかに

高いといった優位性を備えている。 

とりわけ国土面積の７割近くを占める約2,500万haの森林から生み出される木質系バイオマ

スエネルギーは、これまでの低い熱電効率が課題であった「燃焼水蒸気発電」「高温ガス化発電」

のほか、「難分解性リグニンの低分子化」という世界初の「高速・高効率メタンガスシステム」

の登場によって、森林大国の国土を活かせることになる。 

日本では、有機廃棄物資源も豊かである。FIT 対象の再生エネルギーのうちでは、大量のエ

ネルギーを消費している下水汚泥や生ゴミ、食品残渣、畜産屎尿など“含水有機廃棄物”処理を、

24 時間安定的に供給されるエネルギー資源産業に転化できれば最も効果的となる。ガス発酵の

高速・効率のブレークスルー技術の登場によって「バイオガスシステム」を地域成長政策の柱

に据え得る可能性が高まっている。 

 

（２）地方自治体の 2 大事業（福祉、ゴミ処理）のうちゴミ処理がエネルギー産業化 

“含水有機廃棄物”のうち、地方公共団体自らが責任を負う一般廃棄物処理事業は必ず予算計
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上されており、処理事業の再生エネルギー産業化は最終廃棄物埋立て処理費の大幅削減効果を

も生みだす。 

本事業は地方公共団体とも深く関連し、廃棄物処理業を発電産業に変えるだけではなく、そ

の事業収益の配分においても、①下水処理や生ゴミ処理での住民負担の軽減、②「レベニュー

信託債（市民債）」といった形で、地域市民向け高利回りの金融商品提供、③上下水事業の更新

投資や、既に満杯化している最終処分場廃棄物の減容化プラント導入など、各地方公共団体の

ニーズに応じた多様な選択肢を提供できることにもなる。 

 

（３）他産業への波及効果 

他の再生エネルギーと比べて、メタンガスやエタノールといった形態を伴うバイオマスエネ

ルギーは他産業への波及効果もはるかに大きい。農林畜産業のエネルギー産業を含めた「総合

産業化」「高付加価値化」にも貢献することになる。 

また北海道のメーカーや大手ガス会社が開発済みの“低圧ガスボンベ”は製造業のニューフロ

ンティアを創出し、他の再生エネルギー活用を含め BEMS、HEMS、あるいは PPS といった

新たな省エネやエネルギー供給サービスも生み出せる。この“低圧ガスボンベ”は、輸送コスト

引下げにも寄与する高圧ガス形状の場合、取扱い資格が必要という高いハードルがあるゆえに、

この規制をクリアーすべく開発された技術である。規制の存在が、新商品開発のインセンティ

ブとなった事例である。 

また副生物に関しても、有機成分の炭素、水素（C、H）のほとんどがメタンガス（CH4）に

変換される結果でもあるが、これは従来畜産業や下水・生ゴミ処理施設が忌避施設とされてき

た原因の腐敗・臭気をなくし、消化廃液も河川に流せる“中水”と化学肥料会社にも必要な無機

肥料成分（N、P、K）に分離できることになる。 

 

（４）マクロ的なインパクト 

仮に、日本全国で年間２億トン近く発生する廃棄物系バイオマス（下水汚泥、食品廃棄物、

家畜排泄物、家庭生ゴミ）を、嫌気性環境の「完全密閉式自動ナノ化」システムで80～90％の

メタンガス発酵効率化できるならば、原油換算で約0.1億トンのエネルギーが得られる。 

またリグニンリッチの森林資源の年間成長量については、発表機関によって大きな振れがあ

る（1ha 当たり 1.8 トン～10 数トン/年）が、ここでは中位の年間成長量想定で、原油換算で年

0.4 億トンのエネルギー生産が可能と試算した。 

有機廃棄物と森林資源の年間成長量を原料とするバイオメタンガス生産量 0.5 億石油換算ト

ンは、現在の日本の年間 1 次エネルギー供給量 5 億トンの約 1 割を占める（2030 年に向けて日

本の 1 次エネルギー供給量は 4 億トンに縮小予想あり）。原油価格 5 万円/トンとすれば、2.5 兆

円のエネルギー産業が誕生することとなる。森林バイオマスの伐採・収集面での波及効果を含

めると、森林再生を伴った大きな新産業創出となり、“バイオメタンガス革命”とでも呼べる好

影響がもたらされると考える。 

 

 さらに地方創生面での具体的な実践策にもなる。地域の成長戦略を考える上では、全国どこ
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でも大きな需要のある“光熱エネルギーの自給”こそが、新産業づくりにつながる確率が高い。 

  例えば、3 万人 1 万世帯の地域における年間光熱需要は、家庭だけで約 20 億円（年間光熱費

20 万円/世帯×1 万世帯＜ガソリン費用は除く＞）、役所といった公的施設やホテルなどどの地域

にもある事業所用需要もほぼ同じ規模とされるため、工場のないどの地域でも年間約 40 億円の

市場が存在することになる。 

結果、これまで、移入に依存してきた 40 億円ものエネルギー需要を、他の再生エネルギーと

ともに農山漁村の豊かなバイオマス賦存量からの地産メタンガスによって代替することで「純

移出」増大による地域成長が確かなものとなる。 

 

この間、LPG（液化石油ガス）や天然ガスの価格は、製油所閉鎖に伴う副生物の LPG 供給

減少傾向、あるいは原発稼働停止による LNG 輸入増大といった理由から大幅に高騰している。

また改質したメタンガスから効率よく水素を取り出せるため、全国に設置展開が始まっている

燃料電池車対応の水素ステーションへの 1km 程度のパイプラインで簡単に送れる地産エネル

ギーとして評価する見方も出てきている。さらには、ガス発電では熱電利用（コージェネでの

熱利用効率は 80～90％）に加え、施設型農業生産には不可欠の CO2 も供給できるという 1 石

３鳥となる効果も指摘されている。ガス・水素社会とされる 21 世紀のエネルギー構成の 1 割を

国産バイオマスで確保可能とする本システムは、この点でも“バイオメタンガス革命”とも呼べ

る好循環をもたらすだろう。 

 

（Fiber、Feed） 

（１）「再生繊維産業による地域創造」の日本環境設計㈱社長 岩元美智彦講師 

 T シャツの綿を糖化して、それを発酵させてエタノールを生産している。最初の加工段階で

綿の繊維の殻が除かれている古着は、綿に効く酵素を開発したことで、エタノールの量産化に

成功したことが大きい。また、消費者が参加しないとブランド化できないので、消費者を参加

させる仕組み作りを考え出した。消費者の生活動線のところに古着などの回収拠点を置き、消

費者の支持を得ることで、小売やメーカーも動くように、事業開発を進めた。 

 今治のタオル産地と協力できたことも大きい。布地の生産はそのほとんどが中国に移転した

ので、使っていないプラントを使うべく、工場立地として今治を選んだ。お陰で初期投資は約

20 億円かかるところ、大体 1,500 万円くらいで済んだ。雇用をキープできたことで、現在 150

名くらいの人員で生産している。 

 このほか、携帯電話のリサイクル事業を自前で作った専用のプラントで処理しているが、分

別しないよう専用プラントとしたことが成功し、フル稼働状態にある。無機物のリサイクル技

術開発はほぼでき上がっているが、有機物は全然技術が確立されていない。有機物を構成する

３つの元素（C、H、O）だけに特化した技術開発をした。 

 結果、現在ではあらゆる有機物の地表資源は完全循環が可能で、日本全体で１年間に出てく

る家庭ゴミ 4,500 万トン、企業ゴミ 4 億トンを合わせた資源から、その１/4 相当量のエタノー

ル生産が可能とみている。 

 楽しいリサイクルイベントを組むなど、これまでのリサイクルはコストだ、CSR だという発
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想を、CSV（Creating Shared Value）に変えた。パタゴニアは、むしろ再生繊維をブランド

価値があるとして、石油会社からのバージンポリエステルに比べ、高い値段で買ってくれてい

る。130 企業・団体の協力を得ることができており、イベント参加の親子連れには、リサイク

ルを楽しく教えている。また当社のプラスチックリサイクルは、口に入れられるおもちゃにも

できる。徹底的に消費者目線に立っている。 

 

（２）「有機物の高付加価値化リサイクル化と地域創造」の㈱F・E・C 代表取締役 福本康文講師 

岩手県宮古市の魚の加工施設に「真空セパレーター」を導入した。魚を加工すると、頭、骨、

内臓が廃棄物として出てくるが、これが全体の 50％を占める。魚粉とオイルと生体水に分離

し、それを全て使うという設備。全く臭いが出ず、熱をかけない。 

農業での生産力アップになる。大規模化ではなく、「出たもの、捨てたものを全てリサイク

ルしよう」というもの。柑橘系の廃棄割合は高く 7 割を捨てている。野菜は 5 割捨てている。

実は、一番多い成分は水分で 80～90％である。 

あらゆる農産物が全て使えることになる。無農薬でやることが日本を守ることになる。約

1,000 万円の装置であるが、固液分離したもののマーケッティング、市場づくりが課題。 

鉄工所では、買った鉄板の 5％をスクラップに出したら潰れる。一方、農業は 7 割を捨てて

もやっていけるが、7 割が金になったらすごく儲かることになる。4 割が商品にならないリン

ゴの全面活用や、あるいはこしあんを作る際にも、小豆の皮から水をとってパウダーにすると

ポリフェノールが通常の 2 倍あるパウダーができる。 

 

（Fertilizer） 

（１）「建設混合廃棄物に含まれる土砂の有機的再資源化」の石坂産業㈱代表取締役 石坂典子講師 

当社は、「建設混合廃棄物に含まれる土砂の再資源化」に関して、日本でもっとも高い原料

化・リサイクル化率、平均 95％（日本全体の平均は 80％）を達成する技術開発を進めてき

た。現在、大体月間 1 万トンくらいの混合廃棄物を処理し、盛土材といった建設用無機的再

資源化には第三者認証の「建設技術審査証明」を取得して、透明性、公平性および客観性、

並びに社会的信頼性を確保している。 

現在は、次のステップとして土の中の有機物を活かした野菜づくりや土壌改良のため、有

機的再資源化による「新たな価値」創造に向けて注力している。 

 

 （２）「最終処分場の優良農地化」の㈱フジコーポレーション会長 山口藤吉郎講師 

産廃業として優良農地の中央に最終処分場を設置したが、その埋め立て作業を 24 時間ライ

ブカメラで発信することで公明正大にやった。埋立て作業終了後、跡地利用として農地を造

成した。横山和成先生の尽力もあって、微生物の多様性を約７ヵ月で偏差値を概ね 70 まで持

ち上げることができた（60 万単位→150 万単位）。 

2016 年夏頃に第三者に評価してもらって、農地としての評価価格で転売する予定。 
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 （３）「機能性植物工場と土壌設計」の農業コンサルタント 関 祐二講師 

農業土壌のコンサルタントとして、国内外の現場をみてきたが、海外と比べて日本の農家

の果樹園芸、野菜園芸は非常に優れている。なぜ優れているかと言えば、農家が自分の農地

を持ち、その農地を親子の関係のように本当に可愛がって育ててきたからである。土地に対

する愛着というものがものすごく強い。この点、平気で農地にガラスの破片を捨てる中国の

農家と日本の農家では全く異なる。 

現在もともと採算を考えない農業の、植物工場でのアドバイザーをしているが、機能性食

品としてニーズの高い低カリウムの機能性野菜の栽培指導をしている。非常に難しいメロン

の低カリウム化にも成功している。 

  





 

 

 

 

 

 

 

 

補   論 
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補論１ 環境省の「森里川海」プロジェクトへの提言（１） 

 

（はじめに） 

  日本経済調査協議会の「新エネ地域再生研究会パートⅡ」では、「つなげよう、支えよう森里

川海」プロジェクトが目指すところの、中間取りまとめ案の（参考）に記してある「環境・生

命文明社会構想」（中環審意見具申）および「生物多様性国家戦略」の実現化・実践に向けての

プログラム・プロジェクトを提示するべく、民間シンクタンクの研究会の立場から、2014 年 9

月から 10 回の研究会を重ねてきています。 

  この過程で、今般の「森里川海とりまとめ」への意見として、3．具体的な取り組みアイデア

の個別プログラム例として、2 点を提案させていただきます。 

  なお、公益財団法人全国学校農場協会からの意見具申のプロジェクト（「若き森里川海プレイ

ヤー教育・育成プログラム」）とは連携していますが、本提言からは除いています。 

 

１．日本経済調査協議会の概要 

  日本経済調査協議会（略称：日経調）は、昭和 37 年 3 月、「日本経済の発展に寄与すること

を目的に、内外の経済社会ならびに経営に関する中長期の基本問題を幅広い視野に立って調査

研究する機関」として、経済団体連合会、日本商工会議所、経済同友会および日本貿易会の財

界 4 団体の協賛を得て、任意団体として設立されました。 

  その後、事業の拡張に伴い、昭和 42 年 9 月社団法人化、また平成 25 年 4 月には一般社団法

人に移行し、現在に至っています。日経調は設立以来今日に至るまで中立的な民間調査研究機

関として、独自の調査研究に基づく研究成果を発表すると共に、数々の提言を行っています。 

  これら当会の提言は、いずれの階層、機関、団体の利害にも偏ることのない中立的な民間調

査研究機関の意見として、国内外から評価されています。 

 

  本研究会は、2013 年 4 月、「再生エネルギーを軸とした地域成長政策研究会～行政・産業・

金融の３者連携産業モデル～（通称 新エネ地域再生研究会）」から提言した報告書（※）を踏

まえ、かつ環境省構想の「環境・生命文明社会」の実現に資するべく、前回研究会のパートⅡ

として立ち上げたものです。 

   ※再生エネルギーを軸とする地域成長戦略「八策」 

   ～提言「八策」＆その実現に向けた地域ビジョン「八策」～ 

 

２．森里川海とりまとめへの意見 

  本研究会として、中間とりまとめ（案）の個別プログラムの項目に、3.1、3.2 の 2 つのプロ

グラムを追加していただきたく存じます。 

    

3.1 森里川海の「土壌微生物多様性・活性値」での会計表現プログラム 

  森里川海の豊かさを「土壌微生物多様性・活性値指数」により、“生きている”土壌をトータ

ルな価値として表現できる（例えば 100 万単位＝100 万円との貨幣価値での表現）ため、各地
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域の土壌価値の B/S 表現が可能。かつ多様性に富む土壌づくりにより連作障害が回避できる（例

えば耕地面積当たり生産性が 2 倍化）一方、化学肥料や農薬の投入コスト削減による収益改善

効果を P/L 表現できることとなる。 

  「土壌微生物多様性・活性値」の高さは、森林の落葉樹からの肥料成分（炭素＜C＞が主体）、

里地の畜産し尿や下水汚泥からの肥料成分（窒素・リン・カリ＜N・P・K＞）に、海からの肥

料成分（ミネラル）に、そして火山国日本河川のケイ素リッチ軟水に大きく依存する（大陸の

カチオンが含まれる硬水は土壌微生物多様性にはマイナスの由）。世界の軟水比率は7％とされ、

しかもその 7 割は日本に偏在する。 

  こうした日本国土の生命圏としての多様性・豊かさを「土壌微生物多様性・活性値」により

B/S および P/L 的に表現する会計システム構築プログラムを提案したい。この数値の国際標準

化も可能であり、また、こうした“土壌微生物多様性づくり”という日本農業者の優れたノウハ

ウは、森林伐採、大規模農業生産システムによる世界的な土壌崩壊という危機に対し、技術提

供できることになる。 

  ・他のプログラムの全体的な位置付け、評価に際しても、統一的な尺度になるのではないか。 

・森里川海の豊かな国土価値を P/L、B/S 表現できることは、政府あげての「地方創生」政策、

および総務省の進める「産学金官」連携による地域力創造事業などで重要な役割が期待さ

れている地域金融機関なども共通の尺度を持つことになり、資金的なネック解消に資する

のではないか。 

 

3.2 地表有機物の大規模集中＆地域分散統合リサイクルシステム構築プロブラム 

  地球生命圏のプレイヤーは、生産者（植物）、消費者（動物）、還元者（微生物）から成り立

ち、生命圏ピラミッドを構成しています。現状、地球生命圏は、加速する都市化、地球温暖化、

地球上最大の還元者たる土壌微生物の多様性崩壊という形で、持続不可能な局面に突入しつつ

あります。 

森林・水・多様な微生物資源に富み技術大国の日本は、この危機的状況に対して、生命圏の

持続可能性を支える地表資源を活かした「有機物循環」「炭素循環」を産業経済の“システムズ・

イノベーション”として再構築できる立場にあると考えます。「環境・生命文明社会」構築のト

ップランナーに位置するともいえましょう。 

  具体的なプログラムとしては、生命体に不可欠の「有機物循環」「炭素循環」を、５F 有機物

資源（Food＜食＞、Fiber＜繊維＞、Feed＜飼料＞、Fertilizer＜肥料＞、Fuel＜エネルギー＞）

の循環システムとして捉え、かつ「大規模集中＆地域分散型統合リサイクルシステム」として

構築するのがよいと考えています。 

  このように農林畜水産業の総合産業化、あるいは雇用創出効果とも両立したプログラムとす

ることで、人材育成を含めた他省庁の政策とも相乗効果が期待されることになります。 
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補論２ 環境省の「森里川海」プロジェクトへの提言（２） 

～全国約 400 もの農業系高校人材育成を目的とする公益法人全国学校農場協会の提言～ 

 

（はじめに） 

  本法人は、わが国、農業・農業教育の発展・普及を目指して活動をしております。本協会の

会員数は全国農業関係高校教職員を中心に約 6700 名から構成されています。 

最近、取り組んでいる事業に環境省・国連大学がすすめる里山イニシアティブ構想とリンク

した３F 構想があります。『３F:農（FARM）・食（FOOD）・祭り・芸術（FESTA）』とは、農

業を単なる食料生産・供給と位置づけるのでなく農業が本来持っているあらゆる可能性を認知

してもらう活動です。昨年から 5 つの F『山林（Forest）・エネルギー（Fuel）・ライフスタイ

ル（Fashion）・家族（Family）・幸福（Felicity）』を加え８F とし、農業を「農林水産物およ

び再生可能エネルギーの生産・土壌微生物の多様性の活用を通して、好ましい炭素循環（温暖

化ガスの吸収）システムを実現し、国土、自然環境を保全し、美しく魅力あふれる居住空間を

提供し、個性あふれる地域の伝統文化・芸術を継承発展させ、健全な地域コミュニティを育む

総合的経済活動」として再定義したところです。この考えを基に、これまで武蔵野・東北を舞

台にフォーラム・シンポジウムを開催し、多くの賛同の声をいただいております。 

「森里川海」プロジェクトと本協会教育との連携により、将来の本プロジェクト理解者にな

ると考えています。本プロジェクトの素晴らしい点は、単なる独立した事案でなく、全てが有

機的に繋がり、なおかつ自然保護的な狭義な捉え方でなく、自然・気象・人口推移・経済・生

活文化などを包括した未来志向の自然と人の共生プロジェクトであることです。 

従って、本プロジェクトを広く国民的運動として根付かせるためには教育活動（出来るだけ

幼少期から）が極めて大切と考えます。この観点から、いくつかの提案を申し上げます。 

 

１．幼児教育・小中学校と自然・農業 

 学説によれば人の脳は 5 歳児までに、およそ 80％が形成されるといわれます。これは人が人と

して生きて行くための基本情報の獲得を意味します。子供は「遊び」（山・川・田圃）を通して人

格の形成やコミュニケーション能力を培います。自然環境や農業が人間に及ぼす機能（アフォー

ダンス）は計りしれず、どれだけ幼少期にこれらと関係したかが、その後の知覚や知性の醸成に

影響を与えるとされています。 

 遅くとも小学校期までに取り組む必要があります。 

○幼稚園・保育園での自然学習・農業教育の普及（保育士養成大学での環境・農業教科の導入措置） 

○小学校教科への農業・環境の導入（生活科の充実と優れた指導者） 

 ＊ヨーロッパでは小学校から農家の方々を Cultural Landscape Designer として紹介 

○教科書・副読本提供 

○中学技術家庭科での環境・農業（栽培）教育の充実 

○農業高校（全国 370 校）を生涯教育のフィールドに   

○二居住（農村・都市）生活の推進・・子育てを農山漁村で出来るシステム 
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２．農業高校・水産高校の活用 

（森・里・川・海の連環確保のための具体的な取り組みのご提案） 

 農業高校では、これまで多くの環境に関する調査・研究を行っています。その幾つかを紹介す

ると①水と生きる（京都府立桂高等学校・水大賞）②水保全への取り組み（沖縄県立宮古総合高

等学校・ストックホルム水大賞）など枚挙に暇がありません。 

これらの活動は、地域と連携し、地域に貢献しております。 

また、昨年、農業高校を舞台に国民一人一人の生活の隣に「農」があるライフスタイル、を広

く社会へ発信する試みとして、現に二地域居住を実践する農業女子、阿蘇地域の世界農業遺産認

定に尽力された農業女子（沼尾ひろ子、大津愛梨、丹羽なほ子等 敬称略）の皆様などとフォー

ラムを開催し、森・里・川・海の連環を教育的な視点から全国的に発信しているところです。 

さらに、首都圏の農業高校では近年、女生徒の割合が六割を超え、今や農業高校は「生命（い

のち）」の学び舎として若者たちに注目されつつあります。このような状況を考え、「今、この瞬

間、いきいきと、そして一生懸命に農業農村及び自然環境と向き合う農業高校の魅力」を社会へ

伝播することが「森・里・川・海の連環プロジェクト」における社会的コンセンサスを得るため

のサポートとなると考えています。 

 

具体的な取り組みについて 

 

事業名（仮）：ＮＯＫＯショート・ショート・ドキュメンタリ・プロジェクト 

概要：農業高校の取り組みをドキュメンタリ動画で国民へ発信する。 

 

例えば、広島県立油木高校では、絶滅危惧種のウナギの代替に、廃校プールでナマズを飼育し、

特産化・地域活性化へ繋げています（食品会社から 5,000 匹出荷の要望有り）。その他にも、全国

の農業高校（約 370 校）では、さまざまな取り組みを実践しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような農業高校生（若者）の取り組みをドキュメンタリ動画で国民一人一人に発信・啓蒙

することは、「森・里・川・海の連環プロジェクト」の最も効果的な展開に繋がると考えます。ま

た、若者たち主体の地域活性化の起爆剤として大いに期待されるところです。 

 

廃校プールにナマズの稚魚を放流する様子           ナマズの天ぷら 
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また、近年「地産地消型自然エネルギー利活用」が謳われる中、上記「ＮＯＫＯショート・シ

ョート・ドキュメンタリ・コンクール」の他に、以下の具体的な取り組みをご提案させていただ

きます。 

 

事業名：農業高校「自然エネルギー科」創設プロジェクト 

概要：農業高校の学科に「自然エネルギー科」を創設するための勉強会等の実施 

 

自然エネルギーの利活用は、森・里・川・海の

連環確保のために必要不可欠なものだと考えます。

しかしながら、現在のところ、自然エネルギーに

関する知識を総合的に指導・教育する学科は日本

の大学に存在しません。 

そこで、大学に先んじて農業高校に自然エネル

ギー科を創設することを目的に、勉強会等を開催

し、自然エネルギーに関する人材育成に力を入れ

たく思っています。「農業農村は米や野菜を作るだ

けではなくエネルギーも作る。」このような新しい価値観を全国に約 370 校ある農業高校から地元

へ下ろしていくことは、「森・里・川・海の連環プロジェクト」にとっても有益だと考えます。 

 

 

 

 

 東京練馬から 15キロに今も残る三富新

田。くぬぎ・こならの平地林の落葉を堆

肥化し 300 年にわたり循環型農業を続け

ている。地元、川越総合高等学校では年

間を通して生徒の農業実習を農家の指導

を受けて行っている。林と畑の有機的つ

ながりを学び、その成果について広く社

会に知ってもらう活動をしている。今後、

FAO に環境に配慮した循環型農業の重要性を訴え、世界農業遺産登録を目指す活動を進める。 

 

事業名：園芸療法の可能性 

概要：花の栽培を若者と共に～脳梗塞患者のリハビリとして 

 

 東京都立園芸高校の取り組みとして 27 年 4 月からスタート。慈恵医科大学との共同で脳梗塞患

者の社会復帰に向けて園芸作業がどの様な効果をもたらすかを検証しようとするものである。農

業が持つ潜在的な力を掘り起こそうとする狙いでもある。 

事業名：世界農業遺産登録プロジェクト 

概要：循環型農業の推進と低炭素社会の実現（埼玉県三富新田） 

出典：http://www.ecool.jp 
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補論３ “土壌微生物多様性・活性値”評価システム 

 

 本システムは、土から調製した懸濁液をバイオログプレートに入れる。このプレートは、縦に

8 列、横に 12 列、計 96 個のウェルがプラスチックプレートに並べられている。各ウェルには、

高分子、エステル、糖、アミノ酸、有機酸ほか、９種類のカテゴリーから、微生物を同定するた

めに有効な有機物が塗られている。全てのウェルに微生物を入れて、一定時間（48 時間）おくと、

その微生物が分解すると発生する CO2 によってウェルは赤紫に着色する。その画像をロボットが

コンピューターの目で観察して、色の濃さ（CO2 濃度）を数値化していく。色の濃くなる程度を

グラフで表し、個々のデータを積分する。この値の総和を求め、一番早く高い値になった方がよ

り鮮明になるよう表現に工夫がなされている。この技術にはNASAの技術が使われているという。 

 

 農地の“土壌微生物多様性・活性値評価”数値は、そのまま貨幣価値（円、ドル、ユーロなど）

で表現することで、例えば、日本のプレミアム土壌の 2,163,260 単位を 2,163,260 円と表示し、

同様に南米の劣化土壌を 13,337 円と表現することで、化学肥料や農薬投与、遺伝子組み換え種子

が不要で、かつ連作障害なし、何年もの持続的な耕作可能という形で、日本の土壌の生産性の高

さが 2,163,260 円という資産価値として表現できることとなる。 

また仮に土壌微生物多様性値が低くても、数か月で土壌微生物多様性を確保できる農法も確立

している。その好例が、495,777 単位（偏差値 42.1）であった土壌が、約 5 か月半で 1,518,908

単位（偏差値 70.3）まで豊穣にできた長野県の事例である。さらに、施肥に関しても、草木系（易

消化性有機炭素）、畜産し尿系（アンモニア）、海産物系（微量ミネラル）など作物に適したレシ

ピもできつつある。 

 土壌の 2 大機能として、化学肥料成分など“物を吸着する性質”と生ゴミなどを分解して、作物

や植物が吸収できる低分子にまで連続的に分解していく“有機物を分解する機能”が重要であるが、

この機能は土壌微生物多様性数値を代理変数として定量化できることにもなる。 

   

なお、なぜわが国の土壌微生物多様性が豊かなのかについての定説はまだないようであるが、

筆者が多くの専門家からヒアリングした限りでは、日本の“森里川海”という国土から得られる森

林資源から腐葉土の形で供給される易消化性炭素（EDOCs）、里地の畜産業等からの窒素成分、

さらには里海からの魚肥などが大きく寄与しているように思われる。さらに、世界の淡水資源の

７％相当の軟水資源の7割は火山国日本国土に賦存し、次いで多いのはNZとされる。日本トップ

クラスの土壌微生物多様性値200万超に次ぐ多様性値はNZの土壌とされるので、カチオンという

陽イオンを含む硬水国土に比して、マグマ成分のケイ素リッチの軟水国土日本の有利性はこの点

にも存在するのではないかと考えている。 

 以上を、関数にすると、F（土壌微生物多様性）＝αX＋βY＋γZ＋定数（軟水）とでも描けるの

ではないか。 

 ここでは、X＝易消化性炭素（EDOCs）、Y＝発酵済みアンモニア、Z=ミネラル成分となる。 
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また“農地価値”の引上げに寄与する“森里川海”の役割を、土壌微生物多様性尺度により数値化し

て表現できるとなると、国土全体の CSV（Creative Social Value＜社会的価値創造＞）という観

点から、地域金融機関が中心プレイヤーとなり、各地域の生命維持基盤（食料、エネルギー）機

能の産業的価値の組み立てができることにもなるだろう。 

 

 こう考えると、「農地価値」は“土壌微生物多様性値”で、また森里川海の「国土価値」も“土壌微

生物多様性増強力”として表現できることになる。また耕作放棄地は、青森の「奇跡のリンゴ」が

生まれた、いわゆる“雑草農法”と類似環境に戻っているのではないかと考えられるとすると、耕

作放棄地への視点、およびその対策は大きく変わることになる。 

放置した雑草地としてだけではなく、折角復活した“土壌微生物多様性”を「伝統的日本農法」

たる適切な有機肥料投入という操作性を活かせることにもなる。 

 勿論、農業方式の多様化も重要である。大規模化、工業化も生産設備である土をきちんと守り

ながらやる必要があり、この「土壌微生物多様性可視化」システムがそれを可能とするだろう。 
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A project to support health growth of Asia from table
NRI believes that comfort eating in Southeast Asia
contributes to health improvement and regional
prosperity in Asia-Oceania region.
In Australia, development of the Northern region is
underway, with a focus on agriculture.
With the domestic market expected to shrink
gradually, Japanese companies including logistic and
retail industry are aggressively setting up shop in
Southeast Asia.
We trust that stable supply of nutrients of vegetable
origin from Australia, rather than chemical origin,
would create and provide huge opportunity to both
AUS and JPN companies.
NRI would like to pursue this concept and put into
practice.
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Bangkok
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Townsville

Gulf region

WEIPA

Port

Food processing facility

Farmland

Farming

Produce vegetables  with much nutrient component such as 
Spinacia oleracea, carrot, basil, Jew’s mallow and pepper, fruits 
and other products included dietary fiber and other nutrient such 
as fucoidan and beta-carotene.

Processing

Extract nutrients and produce powder; 
protein material, fat, vitamins, glucide, 
mineral, dietary fiber, fucoidan, beta-
carotene and so on.

Production
Produce dietary supplements, balanced 
healthy diet shaped like baked goods and 
candy

North Queensland Irrigated 
Agriculture Strategy 

the Northern Territory Government’s 
Framing the Future vision 

Produce livestock products with good quality of calcium and 
protein substance

Activate the Northern Australia development

Supply 
chain

Transport with logistic system managed by time, temperature, 
humidity and carbon & ecological footprints.

Produce pre-
cooking food for 
restaurant, food 
processing 
company and 
hospital. 

Products Dietary 
supplements

Balanced 
healthy diet

Nutrients
(as raw material)

Pre-cooking 
food

Customers
Governmental organization 

for health and poverty, 
and hospitals

High and 
Middle class 
consumers

Restaurants 
and food 

processing 
companies

For healthy Southeast Asia 
development 

Create huge business opportunities 
to AUS and JPN companies

Target Market

Farming
Processing
Production

Dietary 
supplement

s
Balanced 

healthy diet

Nutrients
(as raw material)

Pre-cooking 
food
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